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１． 研究成果の概要 

 

１.１ 研究の概要 

 化学物質のリスクについては、人の健康と環境にもたらす著しい悪影響を最小化する方法で化学物質

が使用・生産されるという、「WSSD2020 年目標」 の達成を目指して、人の健康や生態系に与えるリスク

を総体として把握し、大きなリスクを取り除くための施策の推進が始まっている。化学物質による環境

リスクの管理を一層徹底するとともに、予防的対応を念頭にリスク管理・評価手法を高度化する観点か

ら、化学物質等の未解明なリスクや脆弱性集団に対するリスクの評価・管理に資するリスク評価手法の

確立が必要とされている。  

環境リスク研究分野では、環境リスク要因として化学物質を当面のターゲットとし、リスクの同定、

曝露評価法、健康リスク評価法、生態リスク評価法、並びに、リスク管理に関する手法の高度化を目指

し、環境リスクに関する政策・管理に関する研究、リスクコミュニケーションに係る研究を実施する。

また、これら一連の環境リスクに関する情報基盤の整備、生態影響試験に係るリファレンスラボラトリ

機能などの研究基盤の整備を統合的に推進する。 

具体的には中期計画に示された以下の調査・研究①～⑦の到達目標を目指す。  

①  化学物質の生態影響及び健康影響の評価に関する基盤的な研究を進め、環境行政における試験評価

手法の検討およびリスク評価の実施に対して科学的な基盤を提供する。  

②  化学物質の物理化学的性状、及び、統計的外挿手法に基づく毒性予測手法を開発することにより、

施策への活用に必要な毒性予測の不確実性に対する定量的な情報の提供を可能にする。  

③  化学物質の人への健康影響、生態系への影響の評価に必要な有害性や曝露にかかわるデータや情報

を体系的に整備することにより、環境リスク評価の実施や指針値の策定等の環境施策を推進する基盤を

構築する。  

④  管理コストと様々な不確実要因を考慮した最適な管理シナリオの作成に貢献するよう、化学物質、

貧酸素水塊など、様々な環境かく乱要因の生態系への影響機構を解明し、リスクを評価する。  

⑤  多様な有害物質に対する健康リスクの評価に貢献するよう、粒子状物質等の吸入毒性試験を中心に、

化学物質の生体影響評価手法の開発と標準化を進める。  

⑥  人、生物、水、大気など様々の環境媒体を対象とした高感度・高分離能クロマトグラフ法等による

測定法や生物応答試験法等による影響検出法を開発・高度化することにより、網羅的測定による多様な

化学物質の曝露と影響の実態把握を可能にする。  

⑦  管理戦略策定に必要な基盤構築に貢献するよう、GIS 多媒体モデルや排出シナリオなど、環境分布

や排出・曝露状況の解析が可能な数理解析手法を開発する。 

 これらのうち、特に重点的に取り組む研究として、化学物質の生態リスク評価手法の開発、従来のハ

ザード評価手法では評価できないとされるナノマテリアルの評価法の開発、多数の化学物質の多様な影

響や特性を持つ多数の化学物質に対するリスク管理の戦略的な進め方の検討を目標に、化学物質評価・

管理イノベーション研究プログラム（中期計画別表２）を実施する。また、環境研究の基盤整備として

生態影響試験に関する標準機関（レファレンス・ラボラトリー）と環境リスクに関する化学物質データ

ベース（中期計画別表３）の整備を推進するほか、調査・研究①～⑦のそれぞれの課題の特性に応じて、

政策ニーズを踏まえた基盤的研究、研究室単位で行う基盤的研究、東日本大震災支援調査・研究、競争

的資金や公募型受託費による調査・研究として実施する。 

 

 



 

１.２ 今年度の実施計画概要（平成２３年度国立環境研究所年度計画に準ずる。） 

（１）「化学物質評価・管理イノベーション研究プログラム」（様式３） 

 生物多様性分野の解析手法を化学物質・貧酸素水塊等の環境リスク研究に適用する。このため、生態

毒性分野を新規に加え、生態毒性試験法の改良とともに、数理モデルによるデータ解析によって生態リ

スクの定量的評価法を開発すること、東京湾底棲魚介類の生態影響評価には、個体群存続可能性や生態

系機能に着目した生態リスク評価を目指す。数理モデルでは３種系生態リスク評価モデルの基本的な定

式化を実施する（PJ1）。 また、ナノマテリアルの人の健康や生態系に対する影響に関しては、金属、

カーボン、セラミックスなど、様々な素材からなるナノ材料の中で、使用量、環境やヒトへの曝露の機

会などを考慮して、注目すべきナノ材料を抽出する（PJ2）。さらに、気中と水系におけるナノ粒子の分

散系を検討する。PJ3: 農薬類に対する排出・動態モデル予測手法、PCB に対する FATE モデル検証を実

施する。循環・廃棄物センターと連携し、臭素系・リン酸エステル系難燃剤、フッ素系化合物などの環

境排出に関する実験的検討を進める（PJ3）。社会環境研究センターと連携し、化学物質の環境リスク管

理の在り方を考察する。 

（２） 環境研究の基盤整備（様式２） 

① 生態影響試験に関する標準機関（レファレンス・ラボラトリー）機能の整備 

化学物質の環境リスク評価の基盤となる生態影響試験法の国際標準化への対応を行う。国内の当該分

野の技術向上に向けた講習会を実施する。法規制上位置付けられている試験用生物（メダカ、ミジンコ、

ユスリカ等）については、効率的な飼育体制を整備し、試験機関への提供を行う。 

② 環境リスクに関する化学物質データベース 

化学物質の環境リスク評価の推進に向けた基盤整備のため、環境リスクに関する最新の研究動向や社

会情勢を踏まえて、関係機関と連携し、環境リスクに着目した化学物質に関するデータベース等を構築

し提供するために必要な更新を行う。 

（３） 環境施策に資する基盤的な調査研究（様式２） 

政策ニーズを踏まえた基盤的研究として次の 3課題を実施する。 

① 化学物質の環境排出の新たな推定手法の開発（調査・研究⑦への対応） 

化学物質の製造、使用など様々の過程からの排出と人・生物への曝露、およびその時間変動などこれま

で配慮が不十分であった諸要因を考慮した新たな排出推定手法を開発する。 

② 化学物質の毒性予測手法の開発と活用に関する研究（調査・研究②への対応） 

化学物質の有害性（特に生態毒性）予測に必要な情報を収集・整理し、数理モデル等を活用してその予

測手法を開発する。 

③ 化学物質の作用機序に基づく生物試験手法の開発（調査・研究⑥への対応） 

複合的曝露（Combined Exposure）による影響を予測する手法の開発に資するため、作用機序に基づい

て物質を類型化し、その活性を評価できる試験法を開発し、試験データを整備する。 

（４） 研究室単位で実施する基盤研究 

① 化学物質のリスク評価手法の体系化に関する基盤研究（環境リスク研究推進室） 

② 化学物質の環境経由の曝露・影響実態把握手法の高度化に関する研究（曝露計測研究室） 

③ 定量的生態リスク評価の高精度化に資する数理生態学的研究（生態リスクモデリング研究室） 

④ 環境リスク因子の環境経由による生物への曝露及び影響実態の把握・検証手法の開発（生態系影響

評価研究室） 

④ 曝露形態別毒性学的知見に基づく有害化学物質の健康リスク評価手法の開発（健康リスク研究室） 

⑤ 化学物質リスク管理戦略研究のための基礎的研究（リスク管理戦略研究室） 

（５） 東日本大震災復興支援調査・研究（様式２） 



 

   津波被災地域の避難所等における環境調査を実施する。（環境健康研究センターと連携） 

（６） 所内公募型研究（様式２） 

① 胚様体を用いた発生分化毒性学に特化したマトリックスの開発（特別研究） 

毒性学の立場から発生分化に対する健康影響を検討することを目的に最適化したマトリックスを開発

して、分化誘導の過程を再現性良く、精密に制御することを可能にし、毒性研究に有力な手段を提供す

ることを目指す。（継続課題：最終年度） 

② 東京湾における底棲魚介類群集の動態に関する長期モニタリング（奨励研究（長期モニタリング）） 

近年の東京湾では、80 年代の優占種減少と、2000 年代以降のサメ類など大型種増加が著しいことが判

明し、世界的に稀有な知見となった。生態系を構成する生物群集の時系列変化を知り、人間活動との関

連を解析するためには、長期観測が必須である。東京湾の環境保全に向けて、底魚群集と共にサメ類資

源の動向を長期に追跡してその要因を調べる。（継続課題：最終年度） 

（７） 総合科学技術会議が示した競争的資金による研究（様式２） 

 外部からの競争的研究資金を獲得し環境リスクに係る下記の研究を実施する。 

 環境省・環境研究総合推進費による研究（研究代表３課題 他分担１課題 ） 

 文部科学省・科学研究費による研究（研究代表９課題 他分担３課題） 

 厚生労働省・科学研究費による研究（２課題） 

（８） 公募型受託費（様式２） 

化学物質審査規制法、水質汚濁防止法、農薬取締法等の環境施策への貢献として環境省・委託費による

調査・研究を実施し、必要な科学的知見を提示する。（１２課題） 

 

１.３ 研究予算 

   （単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 累計 

①運営費交付金 ２５７       

②総合科学技術会議が

示した競争的資金 

５４ 

  （８９） 
     

③②以外の競争性のあ

る資金(公募型受託費

等) 

 

２８６ 

 

     

④その他の外部資金     ４      

総額 
  ６０１ 

（６３６） 
     

注 1. 括弧内は、再委託費を含めた金額。 



 

 

１.４ 平成２３年度研究成果の概要（研究分野：環境リスク研究） 

構成するプログ

ラム・基盤整備、

その他活動 

平成２３年度の 
目標 

平成２３年度の成果（成果の活用状況を含む） 
 

当該分野の研究

活動 

（様式２に記載） 
 

（１）「化学物質評価・管理イノベーション」研究プログラム（別項目に記載） 

（２）環境研究の基盤整備 

「環境リスクに関する化学物質データベース」 

Webkis-plus に農薬出荷量、登録農薬有効成分、環境省化学物質環境実態調査（黒本調査）などのデータを追加

し、EnvMethod に要調査マニュアル、化学物質分析法開発調査報告書の情報を追加した。平成 21 年の化審法改

正情報を掲載し、改正以前の対象物質とともに改正後の対象物質を選択可能にした。 

「生態影響試験に関する標準機関（レファレンス・ラボラトリー）」 

生物応答を利用した排水管理手法の国内導入に向けて、生態影響試験法の検討を行うため、9つの試験機関によ

るパイロット試験を実施した。試験生物の提供を実施した。金属に関する生態リスク評価におけるわが国の状況

を発表し、OECD の生態影響試験に関する会合に参加し、情報収集・国際協調及び協力を進めた。 

アウトカム 

本年度 4 月から 9 月の月平均アクセス数（ページ遷移ごとカウント）は、Webkis-plus が 16 万アクセス、

EnvMethod が 12 万アクセスであった。環境研トップページの月平均８万アクセスと比較しても、広い情報発

信を実現している。生態影響試験に関する標準機関として、生態影響試験の基礎的な知識や技術の普及を図り、

試験導入を援助するため、10 月 20-21 日に実習セミナーを開催した（参加者人数：29 名）。今回はオオミジン

コの遊泳阻害試験およびニセネコゼミジンコの繁殖影響試験を取り上げ、テキストの作成、試験法の解説、飼育・

試験の実習を行った。 
センター基盤研究 
（３） 環境施策に資する基盤的な調査研究 
「化学物質の環境排出の新たな推定手法の開発」 
改正化審法、EU の TGD（Technical Guidance Document）、ECHA（European chemicals agency）等の排出

推定方法を比較するための情報整理を進めた。難燃剤等について、排出に関するマテリアルフロー構造や環境排

出状況の時間変化等の知見と環境中濃度データの収集を進めた。既存モデル（MuSEM）の機能を排出推定の観

点から拡張するためにシステムの基本設計の検討を進めた。 
「化学物質リスク評価・管理に資する生態毒性評価方法の開発」 
化学物質の 2 次元構造から計算可能な Gasteiger の部分電荷 PEOE (partial equalization of orbital 
electronegativity)を用いた急性毒性予測 QSAR 式を開発した。既存の TG202、TG203 等より得られた急性毒

性データ、および TG201、TG211 等より得られた慢性毒性データの網羅的な統計解析を行い、現行の急性毒性

/慢性毒性比を用いた外挿的推定手法の問題点を検討した。 



 

「作用機構に基づく化学物質の生物試験手法の開発」 
変異原性では、大気浮遊粉じん抽出物の体内変異原性試験と変異原物質の分画を行った。肺での体内変異原性は

（0.76 x 10-5/mg 抽出物重量）は、ベンゾ[a]ピレン（1.7 x 10-5/mg）の値と比べて遜色なく高かったが、既知

のニトロアレーン、多環芳香族及びその酸化体よりも極性の強い画分から主な活性が認められた。各種受容体結

合活性では、生体異物センサーと言われる多環芳香族炭化水素受容体（AhR）及び構成的アンドロスタン受容体

（CAR）を導入した酵母アッセイ法を用いて化学物質の受容体結合活性をスクリーニング中である。 
アウトカム 
年度途中であり、特筆すべきアウトカムはまだないが、排出推定の成果は改正化審法における曝露評価の際に

貢献が期待される。MuSEM に本機能を追加し公開予定である。毒性予測の QSAR 部分は公開中の KATE に組

み込まれる予定である。大気の変異原性については、複合曝露の扱いについて BaP の大気環境指針値を検討す

る際に活用したい。受容体活性試験結果はこれまでの結果も含め DB 化される予定である。 
（４）研究室単位で実施する基盤研究 
 人の健康と生態系に対する環境リスクに対する基盤的な研究を研究室単位で実施した。本年度は東日本大震災

復興支援調査・研究と連携する研究室では当該地域の河川調査に計画を変更して調査を進めた。 
（５）東日本大震災復興支援調査・研究 

「放射性物質の多媒体モデリングと長期モニタリングに関する研究」において、地域 C の大気モデルにおい

て算出される大気沈着量をリスク C 多媒体モデルの土壌・河川入力値としてオフライン結合する方法で進むこ

とを検討し、また、多媒体モデル側の予測分解能を一週間程度で集約していくことまでを検討した。 
「津波被災地域の避難所等における環境調査」において、大気調査、震災廃棄物処分場または仮置き場周辺の

環境水の生態影響調査及び津波堆積物の毒性評価を主に担当した。 

アウトカム 

6 月に宮城県内 10 地点で実施した大気中重金属濃度の測定結果について、宮城県環境対策課から記者発表さ

れた。 これらの津波被災地における環境調査の状況については、学会等で講演し、被災地の状況と支援の必要

性を発信した。また日本環境化学会による「有害化学物質の緊急時モニタリング実施指針（第一版）」の策定に

貢献した。以上の成果、経過については、10 月 26 日には中間報告会を宮城県庁において開催し、庁内他部署と

の情報共有を図った。 
 

（６）所内公募型研究 

前中期計画からの継続課題である「胚様体を用いた発生分化毒性学に特化したマトリックスの開発」では、計画

どうり神経系細胞、および血管内皮細胞への分化誘導に特化したマトリックスの開発がなされた。また、「東京

湾における底棲魚介類群集の動態に関する長期モニタリング」では、餌生物の動態も明らかにすべく、2010 年

度から動・植物プランクトン、2011 年度からベントスの採集を始めた。2010 年データを解析し、個体数 CPUE（一

曳網当りの個体数）と重量 CPUE（一曳網当りの重量）が共に顕著に増加していることを示した。 

（７）総合科学技術会議が示した競争的資金による研究 



 

 環境省・環境研究総合推進費による研究 
「貧酸素水塊が底棲生物に及ぼす影響評価手法と底層ＤＯ目標の達成度評価手法の開発」 
初期生活史試験法に関する重要な点とそれを的確に実施するための方法論はほぼ確定し、プロトコルを今年度中

に作成できる見通しである。また、それに基づいて実施した試験でマコガレイ稚魚とアサリ幼生・着底初期稚貝

の貧酸素耐性データを獲得した。 
「ディーゼル排気ナノ粒子の脳、肝、腎、生殖器への影響バイオマーカー創出・リスク評価」 
ナノ粒子曝露の脳への影響のメカニズム解明と新たなバイオマーカーの創出・リスク評価をするために、ナノ粒

子を含んだディーゼル排気の学習行動とメモリ機能への影響について検討している。グルタミン酸代謝の異常活

性化を介して、神経損傷を引き起こしながら空間的学習能力に影響することが推察された。 
「ディーゼル起源ナノ粒子内部混合状態の新しい計測法（健康リスクへの貢献）」 
ディーゼルナノ粒子に対して、収束イオンビーム二次イオン質量分析装置、走査型電子顕微鏡、レーザー共鳴多

光子イオン化法を組み合わせた収束イオンビーム質量顕微鏡を適用し、従来の分析手法では明らかになっていな

い一粒子単位の化学組成（有機物・無機物）と、それらの内部混合状態の情報を獲得する為の手法の確立を進め

た。 
上記のほか、文部科学省・科学研究費による研究、厚生労働省・科学研究費による研究を実施している。 
（８）公募型受託費 
環境省・環境保全調査等委託費「有害大気汚染物質の健康リスク評価・指針値設定に関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定検討委

託業務」「自動車から排出される粒子状物質の粒子数等排出特性実態調査」「ディーゼル排気由来二次生成有機エ

アロゾルの生体影響調査委託業務」を実施している。 
また、化学物質審査規制法、水質汚濁防止法、農薬取締法等の環境施策への貢献として環境省・委託費による調

査・研究「生物応答を利用した水環境管理手法検討調査」「化審法審査支援等検討調査」「化学物質環境リスク初

期評価等実施業務」「水生生物への影響が懸念される有害物質情報収集等調査業務」「水産動植物登録保留基準設

定に関する文献等調査」「水銀等の残留性物質の長距離移動特性の検討に関する調査・研究業務」「農薬による水

生生物影響実態把握調査」「化学物質の内分泌かく乱作用に関する試験法開発に係る業務」「生態毒性 GLP 査察

支援業務」を実施している。 
アウトカム 
中央環境審議会水生生物保全環境基準専門委員会におけるノニルフェノールの水質目標値の検討、同化学物質

審査小委員会における「化審法に基づく優先評価化学物質のリスク評価の基本的な考え方（案）」の検討、環境

省環境保健部での「化学物質環境リスク初期評価」のとりまとめ、環境省水大気局での有害大気汚染物質指針値

設定ガイドライン策定などの政策ニーズに貢献している。 
「化学物質評

価・管理イノベ

ーション」研究

プログラム 

（様式３に記載） 
 

プロジェクト１では、内分泌かく乱作用による性比撹乱と産仔数の低下をふくめ、生態影響を個体群増加率の低

下として統一的に評価する解析手法、個体発生過程の限られた期間に存在するリセプターとの毒物反応モデルを

作成、群集レベル生態リスク評価のために、藻類-ミジンコ－魚類を想定した三種系生態リスク評価モデルを作

成など理論面で大きな進捗があった。また、新たな課題として、大きな不確実性の下で意思決定を行う場合に有



 

用な情報ギャップ理論を用いて化学物質の排水基準値を設定するため方法論の開発と亜鉛の排水管理について

試行的なケーススタディがなされた。 
プロジェクト 2 では、ナノマテリアルの毒性評価を、細胞を用いてスクリーニングするための曝露装置の開発を

行い、細胞表面へのナノマテリアル粒子の沈着に関する数値シミュレーションを行い、細胞曝露の評価に際し必

要な沈着率の評価を行が可能となった。修飾可能でトレーサーにも使用することが可能と考えられる樹状用粒子

状物質（デンドリマー）の利用について検討を進めた。低濃度カーボンナノチューブの吸入鼻部曝露、銀ナノ粒

子の凝集状態の検討、銀イオンと銀ナノ粒子の細胞毒性の相違、酸化チタンナノ粒子の魚毒性に関する研究に着

手した。 
プロジェクト 3 では、前中期計画での水田除草剤の排出推定モデルとその検証を引き継ぎ、今年度は、モデル入

力データの感度解析や精度要因の分析を進め 26 除草剤の実測 1470 データを加えて検証を進めた。現時点で予

測精度の低い除草剤（7 種）は環境中での分解速度が高い傾向があることが判明した。物質ライフサイクル上の

新たな排出・曝露シナリオの検討のため、電気・電子製品等に含まれる有機臭素系難燃剤、リン酸エステル系難

燃剤等の使用時放散量をチャンバー試験によって測定し、防汚、撥水加工された繊維製品（からの有機フッ素化

合物の水系への排出イベントを想定した溶出試験を実施した。地球規模での高解像度の全球多媒体動態数値モデ

ル（FATE）を用いた POPs の時空間分布の評価手法の開発を進めた。また、生態リスク、ナノマテリアル、曝

露動態の特性など各プロジェクトの関心を通覧するリスク管理の枠組みに関する考察をまずプロジェクト３の

中で開始した。 
アウトカム 
化審法リスク評価等における生態毒性評価への専門的知見、また動態モデル応用による曝露評価などの基礎な

どとしての活用がされつつある。また、例えば難燃剤等の排出シナリオ研究の成果は、製品からの排出推定に関

わる新たな知見として OECD で各国行政府や工業会に提供された。他の諸課題については、研究を開始したば

かりの段階でまだ具体的なアウトカムには至っていない。 



 

 
１.５ 今後の研究展望 

 

第 1 回外部評価委員会での指摘とそれに対する取り組みは以下の通りである。 

化学物質に重点化しているが、環境リスク研究に生物多様性分野の研究を取り入れるべきこと、生

物・生態系分野との関係に関して外部評価委員より疑問・要望が提出された。化学物質等の生態リスク

評価研究にとって、生物多様性研究の知見や解析手法を取り入れることは最重要課題であり、環境リス

ク研究分野においては、個体群の存続可能性分析、生態系モデリングによる生態系機能解析などの手法

を大幅に導入する予定である。 

ナノマテリアル研究の強化は必要であるが、健康へ生態系への outcome 指標は何にするかについての

検討が、外部評価委員より要望されていた。まず、ナノマテリアルの物性、形状等に対する影響評価指

標の設定が課題であるため、健康影響のエンドポイントは、ナノマテリアルの組織透過性にともなう各

臓器への影響や粒子表面活性と酸化的ストレスの関係に焦点を絞って研究を進め、生態影響のエンドポ

イントはミジンコ遊泳阻害などテストガイドラインとして定められている指標を中心に研究を進める

が、最終的にはプロジェクト 1との連携により個体群の存続可能性も含めて評価する予定である。ナノ

材料と化審法との関係についても明らかにするように要望が出されていたが、ナノ材料の安全性評価に

ついては、化審法における試験困難物質評価方法の検討の一環として位置づけていく予定である。 

新たな化学物質に関する、製造会社、検査機関、国際機関等との情報交換については、化学物質のリ

スク評価・管理についての国内・国際的な研究分担、役割分担を意識して、OECD 等国際機関、規制当局、

産総研等の研究機関、化学工業協会等の関係団体との情報交換を始めている。また、生態影響試験につ

いて OECD や USEPA と連携するとともに、セミナーや講習を通じて国内の試験・検査機関と情報交換を

実施している。 

政策ニーズへの対応の具体化、途上国での化学物質管理などへの戦略的な研究の必要性が指摘された。

政策ニーズとしては、化審法、水濁法、大防法などを主要なものと考えており、今後とも、政策ニーズ

の把握とこれへ貢献する実践的な調査・研究を推進し、内容の具体化を図りたい。また、発展途上国で

の化学物質管理については、リスク管理の戦略的な進め方の検討の中でこれらへの考察を含めるよう意

識して研究を進める計画である。 

地球規模での化学物質リスクの緊急度（閾値）の推定の必要性が指摘された。この課題の扱いについ

ては、化学物質の性質、用途は多種多様であり、５年間で地球環境の限界（Planetary boundaries）の

問題として統一的にリスクを扱える手法を提示することは困難と考えているが、地球規模の輸送を伴う

残留性有機汚染物質（POPｓ）など一部の化学物質に限定すれば、リスクの優先度についての考察が指

摘の課題と関連すると思われるので、プロジェクト 3において地球規模多媒体モデルやその評価に関す

る研究を通じて検討する計画である。 

 今後、研究プログラムにおいては３つのプロジェクト間の有機的な連携をさらに進めていくこと、リ

スクセンターとしては、研究成果を研究基盤として社会が容易に活用できる体制の強化、研究室単位で

行う基盤的な調査研究の充実も重要な課題となると考えている。 

 

１．６ 自己評価 

第３期中期計画より開始した「レファレンスラボラトリー機能の整備」は、これまで研究者単位で分

散していた機能を集約した体制を構築することができた。生態毒性試験の実習セミナーの実施をきっか

けに試験担当研究者間のネットワークが構築され、試験法の普及が図れることを期待している。また、

「化学物質データベース」では、レファレンスラボラトリー機能と連携した生態毒性データベースのデ

ータ構造の検討を進め、新しい取り組みを開始することが出来た。 

 本年度より開始した「環境施策に資する基盤的な調査研究」では、MuSEM を基礎とする排出推定ツー

ルのリスク評価への活用、および生態毒性予測のための新規の物理化学的記述子の開発等を進め、化学

物質審査規制法への政策ニーズへの対応の道筋をより明確なものとした。また、重要な政策ニーズにな

りつつある化学物質の複合的曝露のリスク評価への対応を、生物試験法の開発の観点から開始すること

が出来た。また、公募型受託費により、水生生物保全環境基準の検討、化学物質審査規制法での化学物

質リスク評価、生物応答を利用した水環境管理手法の検討、有害大気汚染物質指針値設定ガイドライン

策定などの政策ニーズに大きく貢献することが出来た。 

 「化学物質評価・管理イノベーション」研究プログラムでは、生物多様性分野の解析手法をどのよう

に化学物質の環境リスク研究分野に適用するか検討を重ねた結果、生態毒性試験法の改良とともに、数

理モデルによるデータ解析によって生態リスクの定量的評価法を開発すること、個体群存続可能性や生



 

態系機能に着目した生態リスク評価を目指すことなどの方向性が定まった。３種系生態リスク評価モデ

ルも基本的な定式化は完了し、全体的には予定された進捗状況にあると考えられる。プロジェクト２で

は、金属、カーボン、セラミックスなど、様々な素材からなるナノ材料の中で、使用量、環境やヒトへ

の曝露の可能性などを考慮して、注目すべきナノ材料を絞った。気中と水系におけるナノ粒子の分散系

を検討し、ナノ材料の安全性評価に関する実験系を確立しつつある。カーボンナノチューブに関しては、

第 2 期中期計画からの引き継ぎ部分もあるが、細胞や組織内への取り込みとそれに伴う毒性発現機構に

関しても注目すべき結果が出てきている。銀ナノ粒子、ナノ酸化チタン、デンドリマ－に関しては新た

に取り組み始めたナノ材料であるが、これから安全性評価に向けた実験結果が出てくるものと考えられ

る。プロジェクト３では、当初は試行的な議論を多く必要としたが、夏以降までには各課題とも順次考

察を進展させてきた。このうち、曝露モデルの開発では、農薬類に対する排出・動態モデル予測手法、

PCB に対する FATE モデル検証などの課題を順調に実施しつつあり、排出推定についても、臭素系・

リン酸エステル系難燃剤、フッ素系化合物などの環境排出に関する実験的検討を進めた。「化学物質リ

スクに対する社会における管理のあり方に関する研究」はまだ予備的検討および情報収集、解析方針の

検討段階であるが、プロジェクト間の連携を含めた全体の方向性は固まりつつあると考える。 
 

２． 誌上発表及び口頭発表の件数 

（件） 

誌上発表 書籍 口頭発表 特許等 

査読なし     査読あり 

  １        ５６ 

 

７ 

国内       国外 

  ６７       ２６ 

 

０ 

 

 

 



基盤的な調査研究
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環境リスク研究分野の概要
別紙1



 

当該分野の研究活動                       

（研究プログラムと個別評価を受ける環境研究の基盤整備を除く）  

 

代表者： 環境リスク研究センター 白石寛明（センター長） 

  

構成者： 

環境リスク研究センター 

  青木康展（副センター長） 

[環境リスク研究推進室] 青木康展（室長、併任）、菅谷芳雄、鑪迫典久、松本理（主任研究員）、 

林岳彦、古濱彩子（研究員）、岡知宏、渡部春奈（特別研究員）、高信ひとみ（准特別研究員） 

[曝露計測研究室] 白石不二雄（室長）、中島大介（主任研究員）、河原純子（研究員） 

[生態リスクモデリング研究室] 田中嘉成（室長）、多田満（主任研究員）、横溝裕行（研究員） 

真野浩行（特別研究員） 

[生態系影響評価研究室] 堀口敏宏（室長）、児玉圭太（研究員）、李政勲、漆谷博志（特別研究員） 

[健康リスク研究室] 平野靖史郎（室長）、石堂正美、黒河佳香、曽根秀子、古山昭子（主任研究員） 

藤谷雄二（研究員）、宮山貴光（特別研究員）、赤沼宏美（准特別研究員） 

[リスク管理戦略研究室] 鈴木規之（室長）、櫻井健郎、今泉圭隆（主任研究員）、河合徹（特別研究員） 

[主席研究員] 藤巻秀和（主席研究員） 

 

資源循環･廃棄物研究センター 

[ライフサイクル物質管理研究室] 鈴木 剛（研究員）  

 

環境計測研究センター  

[上級主席研究員] 田邊潔（上級主席研究員） 

[環境計測化学研究室] 西川 雅高（室長）  

[有機計測研究室] 伏見暁洋（研究員）  

 

環境健康研究センター  

         新田 裕史（センター長）  

[総合影響評価研究室] 中山 祥嗣（主任研究員）  

[生体影響研究室] Tin Tin Win Shwe（研究員）    

 ※所属・役職は11月 1日時点のもの。また、*)印は過去に所属していた者を示す。 

 

１． 研究成果の概要 

 

１.１ 研究の概要 

 

環境リスク研究分野では「化学物質等の環境リスク要因の同定」「曝露経路及び動態の解明と曝露評価法」

「有害性評価に資する機構解明と健康リスク評価法」「生態影響の評価に資する機構解明、試験方法及び生態

リスク評価法」並びに「環境リスクの評価と政策・管理に関する調査・研究を実施する。具体的には 

I.「環境研究の基盤整備」として「生態影響試験に関する標準機関（レファレンス・ラボラトリー）」と

様式 2 



 

「環境リスクに関する化学物質データベース」の2件の事業を実施する。 

II. 以下の調査・研究①～⑦を推進する。 

①  化学物質の生態影響及び健康影響の評価に関する基盤的な研究を進め、環境行政における試験評価手

法の検討およびリスク評価の実施に対して科学的な基盤を提供する。特に、管理基準・規格策定に資する生

態影響試験法の開発を通して水環境の保全、ならび化学物質審査の促進に貢献する。また、環境リスク評価

にとって今後の大きな課題である多様な化学物質の複合的曝露（Combined exposure of multiple cheminals）に

よる影響の評価およびリスク評価の基盤的研究を推進する。 
②  化学物質の物理化学的性状、及び、統計的外挿手法に基づく毒性予測手法を開発することにより、施

策への活用に必要な毒性予測の不確実性に対する定量的な情報の提供を可能にする。  

③  化学物質の人への健康影響、生態系への影響の評価に必要な有害性や曝露にかかわるデータや情報を

体系的に整備することにより、環境リスク評価の実施や指針値の策定等の環境施策を推進する基盤を構築す

る。 さらに整備した情報を活用し、化学物質審査規制法に係るリスク評価の実施、および大気環境基準（指

針値）・水環境基準の策定に貢献していく。 

④  管理コストと様々な不確実要因を考慮した最適な管理シナリオの作成に貢献するよう、化学物質、貧

酸素水塊など、様々な環境かく乱要因の生態系への影響機構を解明し、リスクを評価する。特に、数理モデ

ルとシミュレーションによって、環境リスク要因が生態系に与える影響を評価する手法を開発し、フィール

ド研究と実験研究により、影響実態を把握するとともにそのメカニズムを解明する手法を提示する。 

⑤  多様な有害物質に対する健康リスクの評価に貢献するよう、粒子状物質等の吸入毒性試験を中心に、

化学物質の生体影響評価手法の開発と標準化を進める。  

⑥  人、生物、水、大気など様々の環境媒体を対象とした高感度・高分離能クロマトグラフ法等による測

定法や生物応答試験法等による影響検出法を開発・高度化することにより、網羅的測定による多様な化学物

質の曝露と影響の実態把握を可能にする。  

⑦  管理戦略策定に必要な基盤構築に貢献するよう、GIS 多媒体モデルや排出シナリオなど、環境分布や

排出・曝露状況の解析が可能な数理解析手法を開発する。さらに、社会科学研究を併せて実施することによ

り、化学物質等による環境リスクの管理戦略に関する研究を行う。 

これらの調査・研究を実施し、その成果の活用を図ることで、環境リスクの評価とそれに基づく管理に

よる人の健康の安全確保と生態系の保全に貢献する。また、環境施策上の実践的課題に対応する。 

 

１.２ 今年度の実施計画概要 

 

「１．１ 研究の概要」に示した調査・研究①～⑦について、本年度は以下の研究に注力した。 

(1) 環境研究の基盤整備 

i) 生態影響試験に関する標準機関（レファレンス・ラボラトリー）（調査・研究①への対応） 

わが国における生態影響試験に関する標準機関となるよう機能を整備する。連携・協力活動として、

生物応答を活用した排水管理手法（WET）に関するリングテストを実施し、さらに、試験法整備に関す

る国際協調及び協力を進める。また、普及・啓発活動として、短期実習セミナーを開催し、専門的技術

の標準化を行う。生態影響試験法の精度管理を検討するほか、試験用水生生物の維持と提供を行う。 

ii) 環境リスクに関する化学物質データベース（調査・研究③への対応） 

化学物質の環境リスク評価の推進に向けた基盤整備のため、環境リスクに着目した化学物質に関する

データベース等を構築し提供するために必要な更新を行う。現在公表中のデータベース；Webkis-plus、
EnvMethod の更新および改良として、環境測定調査結果、製造輸入量、PRTR 排出移動量、農薬出荷量

などの新規情報を追加するとともに、法令情報を適宜最新情報に更新する。 



 

(2) 環境施策に資する基盤的な調査研究 

政策ニーズを踏まえた基盤的研究として次の3課題を実施する。 

i) 化学物質の環境排出の新たな推定手法の開発（調査・研究⑦への対応） 

PJ3と連携しつつ、化学物質の製造、使用など様々の過程からの排出と人・生物への曝露、およびそ

の時間変動などこれまで配慮が不十分であった諸要因を考慮した新たな排出推定手法を開発する。特に、

MuSEM を基礎とする排出推定ツールを化学物質審査規制法における排出量推定へ活用していく。 

ii) 化学物質の毒性予測手法の開発と活用に関する研究（調査・研究②への対応） 

PJ1と連携しつつ、予測に必要な情報を収集し整理し、化学物質の有害性（特に生態毒性）を予測す

る予測手法を数理モデル等を活用して開発する。さらに、開発した毒性予測手法を化学物質審査規制法

における有害性評価や水質汚濁防止法における基準策定等へ活用していく。 

iii) 化学物質の作用機序に基づく生物試験手法の開発（調査・研究①⑥への対応） 

PJ2との連携を図りつつ、多様な化学物質の複合的曝露の影響を予測する手法の開発に資するため、

作用機序に基づいて物質を類型化し、その活性を評価できる試験法を開発し、試験データを整備する。

特に、環境施策に求められる実環境からの化学物質曝露によるリスクの評価に資する情報を得ていく。 

(3) センター調査研究 

下記の基盤研究を研究室単位で実施する。 

i) 化学物質のリスク評価手法の体系化に関する基盤研究（調査・研究①②③への対応、環境リス

ク研究推進室）； ii) 化学物質の環境経由の曝露・影響実態把握手法の高度化に関する研究（調査・研

究⑥への対応、曝露計測研究室）； iii) 定量的生態リスク評価の高精度化に資する数理生態学的研究

（調査・研究①④への対応、生態リスクモデリング研究室）； iv) 環境リスク因子の環境経由による

生物への曝露及び影響実態の把握・検証手法の開発（調査・研究④への対応、生態系影響評価研究室）； 

v)曝露形態別毒性学的知見に基づく有害化学物質の健康リスク評価手法の開発（調査・研究⑤への対応、

健康リスク研究室）； vi) 化学物質リスク管理戦略研究のための基礎的研究（調査・研究⑦への対応、

リスク管理戦略研究室） 

(4) 東日本大震災復興支援調査・研究 

i) 津波被災地域の避難所等における環境調査（環境健康研究センターと連携）、およびii) 放射性物

質の多媒体モデリングに関する研究（地域環境研究センターと連携）を実施する。 

(5) 特別研究 

  胚様体を用いた発生分化毒性学に特化したマトリックスの開発（調査・研究⑤への対応） 

毒性学の立場から発生分化に対する健康影響を検討することを目的に最適化したマトリックスを開

発して、分化誘導の過程を再現性良く、精密に制御することを可能にし、毒性研究に有力な手段を提供

することを目指す。 

(6) 奨励研究（長期モニタリング） 

   東京湾における底棲魚介類群集の動態に関する長期モニタリング（調査・研究④への対応） 

生態系を構成する生物群集の時系列変化を知り、人間活動との関連を解析するためには、長期観測

が必須である。東京湾の環境保全に向けて、底魚群集と共にサメ類資源の動向を長期に追跡してその要

因を調べる。 

 

総合科学技術会議が示した競争的資金による研究：競争的研究資金により環境リスクに係る研究を実施する。 

 環境省・環境研究総合推進費による研究 
「貧酸素水塊が底棲生物に及ぼす影響評価手法と底層ＤＯ目標の達成度評価手法の開発（調査・研究④へ

の対応）」「ディーゼル排気ナノ粒子の脳、肝、腎、生殖器への影響バイオマーカー創出・リスク評価（調査・



 

研究⑤への対応）」「ディーゼル起源ナノ粒子内部混合状態の新しい計測法（健康リスクへの貢献）（調査・研

究⑤への対応）」他分担研究1件 
 文部科学省・科学研究費による研究（研究代表者としての研究） 

基盤 A「有機スズによる腹足類のインポセックス誘導：レチノイドＸ受容体関与説の高度化」；基盤 B「都

市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異原性と次世代影響の評価」「ヒ素結合タンパク質のキャラクタ

リーゼーションと生体影響評価への応用」「環境化学物質の高次機能毒性評価における感受性マウス系統の有

用性解析」；基盤 C「環境因子による多動性障害のエピジェネティック解析」「環境変化に対する生物群集の

応答と機能形質動態に関する数理生態学的研究」；若手 B「メタ個体群の空間構造に不確実性をもつ外来種の

最適管理戦略」「底棲魚介類の初期減耗要因の解明：再生産期の異なる種の比較によるアプローチ」；特別研

究員奨励費「ポリ臭素化ジフェニルエーテル(PBDEs)の沿岸生態系における生物濃縮機構」他分担研究4件 

 厚生労働省・科学研究費による研究 
「食品添加物における遺伝毒性発がん物質の評価法に関する研究」「医薬品の環境影響評価ガイドライン

に関する研究」 
 

公募型受託費 

 環境省・環境保全調査等委託費「有害大気汚染物質の健康リスク評価・指針値設定に関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定

検討委託業務」「自動車から排出される粒子状物質の粒子数等排出特性実態調査」「ディーゼル排気由来二次

生成有機エアロゾルの生体影響調査委託業務」を実施する。（調査・研究①に対応） 
また、化学物質審査規制法、水質汚濁防止法、農薬取締法等の環境施策への貢献として環境省・委託費に

よる調査・研究「生物応答を利用した水環境管理手法検討調査」「化審法審査支援等検討調査」「化学物質環

境リスク初期評価等実施業務」「水生生物への影響が懸念される有害物質情報収集等調査業務」「水産動植物

登録保留基準設定に関する文献等調査」「水銀等の残留性物質の長距離移動特性の検討に関する調査・研究業

務」「農薬による水生生物影響実態把握調査」「化学物質の内分泌かく乱作用に関する試験法開発に係る業務」

「生態毒性GLP査察支援業務」を実施する。（調査・研究①②③に対応） 

 

１.３ 研究予算 

（単位：百万円） 

 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 累計 

①運営費交付金 １７５      

②総合科学技術会議が示

した競争的資金 

５４ 

（８９） 
     

③②以外の競争性のある

資金(公募型受託費等) 
２８６      

④その他の外部資金      ４      

総額 
５１９ 

（５５４） 
     

注 1.括弧内は、再委託費を含めた金額。 

 



 

１.４ 平成２３年度研究成果の概要（当該分野の研究活動：環境リスク分野） 

構成するプロジ

ェクト・活動等 
平成２３年度の 

目標 
平成２３年度の成果（成果の活用状況を含む） 

環境研究の基盤

整備 

「化学物質デー

タベース等の整

備・提供」 

現 在 公 表 中 の Webkis-plus 、

EnvMethod の更新および改良とし

て、環境測定調査結果、製造輸入量、

PRTR 排出移動量、農薬出荷量など

の新規情報を追加するとともに、法

令情報を適宜最新情報に更新する。

Webkis-plus に農薬出荷量、登録農薬有効成分、環境省化学物質環境実態調査（黒本調査）などの

データを追加し、EnvMethod に要調査マニュアル、化学物質分析法開発調査報告書の情報を追加し

た。平成 21 年の化審法改正情報を掲載し、改正以前の対象物質とともに改正後の対象物質を選択可

能にした。EnvMethod の Web ページの遷移を一部変更し、ユーザーの利便性を向上させた。曝露情

報である黒本調査をＧＩＳを利用した地理情報として公表するための準備と、新規開発予定の生態

毒性データベースのデータ構造の検討を進めた。本年度 4 月から 9 月の月平均アクセス数（ページ

遷移ごとカウント）は、Webkis-plus が 16 万アクセス、EnvMethod が 12 万アクセスであった。環境

研トップページの月平均８万アクセスと比較しても、広い情報発信を実現している。 

環境研究の基盤

整備 

「生態影響試

験に関する標準

機関（レファレン

スラボラトリー）

機能の整備」 

生態影響試験に関するレファレ

ンスラボラトリー機能を整備し、国

内外の関連機関と連携・協力しなが

ら、生態毒性試験に係る技術等の普

及・啓発に努める。さらに、国内の

技術的な基盤の向上および環境リ

スク評価に用いられるデータの信

頼性および質の向上を図り、国の政

策に科学的側面から貢献する。 

特に、（１）連携・協力活動とし

て、生物応答を活用した排水管理手

法（WET）に関連した国内研究機関

を対象としたリングテストを実施

する。また、実施 OECD 魚類専門

者会合等の生態毒性試験の国際調

和に関する国際会議に出席し、試験

（１）連携・協力活動 
i) 生物応答による排水管理手法（WET）の導入検討（リングテストの実施） 
 生物応答を利用した排水管理手法の国内導入に向けて、生態影響試験法の検討を行うため、9 つ

の試験機関によるパイロット試験を実施した。現在、結果を解析しており、11 月下旬の環境省会議

にて試験法の問題点の抽出や改善点の提案を行う予定である。 
ii) 国際機関との連携：生態毒性試験の国際調和に関する国際会議への対応 

OECD-WNT 会合（パリ）：第 23 回 OECD 試験ガイドラインに関するナショナルコーディネー

ター会合に出席し、生態影響試験法に関するガイドラインおよび生態リスク評価に関するガイダン

ス文書の検討・承認のための論議に参加し、情報の収集と世界的動向の把握に努めた。 
OECD Fish Testing Framework 専門家会合（パリ）：フランスで開催された OECD Fish Testing 

Framework 専門家会合に参加し、魚類に関する試験法の整理について、各国で調整を行った。 
OECD 金属に関する生態リスク評価会合（パリ）： 金属に関する生態リスク評価におけるわが国

の状況を発表し、金属の生物利用可能量を考慮した生態影響試験および影響評価についての情報収

集・国際協調及び協力を進めた。 

（２）教育・啓発活動    
 生態影響試験に関する標準機関として、生態影響試験の基礎的な知識や技術の普及を図り、試験



 

法整備に関する国際協調及び協力

を進める。 

（２）普及・啓発活動として、短

期実習セミナーを開催し、専門的技

術の標準化を行う。 

（３）必要に応じて、政策貢献の

ための生態毒性試験を実施する。 

導入を援助するため、10 月 20-21 日に実習セミナーを開催した（参加者人数：29 名）。今回はオオ

ミジンコの遊泳阻害試験およびニセネコゼミジンコの繁殖影響試験を取り上げ、テキストの作成、

試験法の解説、飼育・試験の実習を行った。 

 

 各地で WET に関する講演を学会、企業、地方公共団体で、WET 手法の普及啓発に務めた。 
（３）政策貢献のための生態毒性試験： ノニルフェノールエトキシレートの魚類に対する急性毒

性についての検討 

ノニルフェノール（NP）について、次期の水質目標値が検討されており、環境中で NP の前駆体

となりうる、ノニルフェノールエトキシレート（NPE）の水生生物に対する毒性データを蓄積する

ことは重要な課題である。そこで、エチレンオキサイド（EO）の鎖長の異なる NPE の毒性情報を

系統的に整理するため、メダカを用いた急性毒性試験（OECD テストガイドライン「魚類急性毒性

試験（TG203）」）を実施した。 
現在、EO 鎖の異なる 6 種類の NPE（1～6）を試験物質として、濃度設定試験を実施しており、

試験結果に基づき、本試験を実施する予定である。また、ゼブラフィッシュを用いた TG212 も並行

して行っており、メダカの試験結果との比較も行う予定である。 



 

センター基盤研

究 

「化学物質の環

境排出の新たな

推定手法の開発」

MuSEM を基礎とする排出推定ツー

ルを出発点として、改正化審法実施

や欧州 REACH など、近年集積され

ている排出係数やカテゴリー細分

化などの知見の収集を進める。ま

た、難燃剤等について、排出に関す

るマテリアルフロー構造や環境排

出状況の時間変化等の知見を収集

するとともに、MuSEM の機能を拡

張するためにシステムの基本設計

を検討する。 

 日本の改正化審法では、化学物質の用途分類として 49 種類、詳細用途分類として 280 種類を設

定し、分類ごとに大気および水域への排出係数をその物性区分に応じて設定している。一方、EU
の TGD（Technical Guidance Document）では業種分類・用途分類を設定し、選択可能な業種－用

途に関して、詳細条件別に排出係数を設定している。また、ECHA（European chemicals agency）
は REACH 規制において、化学物質の用途を特定するために５段階の分類（用途分類部門、化学製

品分類、工程分類、環境排出分類、品目分類）を設定し、既定評価として、環境排出分類ごとに大

気・水域・土壌への排出係数のワーストケース値を規定しており、さらに詳細評価として化学物質

の総量などに応じた排出シナリオを規定している。各排出推定方法を比較するための情報整理を進

めた。関連して、欧州 REACH における化学品安全性評価の実施のために配布されているツールプ

ログラムである Chesar について、排出推定の観点から情報収集を進めた。 
また、難燃剤等について、排出に関するマテリアルフロー構造や環境排出状況の時間変化等の知

見と環境中濃度データの収集を進めた。収集した知見に基づいて、既存モデル（MuSEM）の機能

を拡張するためにシステムの基本設計の検討を進める。 

センター基盤研

究 

「化学物質リス

ク評価・管理に資

する生態毒性評

価方法の開発」 
 

化学物質の構造から毒性を予測

する手法を開発し、急性毒性を中心

に化学物質の審査やリスク評価に

必要な生態毒性情報の取得の加速

化を図る。さらに、急性毒性データ

から外挿的に推定するという現行

の方法を検証し、既存毒性データか

ら統計的外挿により毒性を予測す

る手法を開発する。 
特に本年度は特に、（１）化学物

質の構造に基づく毒性予測手法の

開発、および、（２）既存毒性デー

タからの外挿的推定による毒性予

測手法の開発を進める。 

（１）化学物質の構造に基づく毒性予測手法の開発 
化学物質の 2 次元構造から計算可能な Gasteiger の部分電荷 PEOE (partial equalization of orbital 

electronegativity)を用いた急性毒性予測 QSAR 式を開発した。特定の部分構造を持つ物質では、オク

タノール/水分配係数と相補的に PEOE を用いた記述子が活用可能である。 

 

図. PEOE の記述子(PEOE_PC-_# )とアクリレート及びアクリル酸の構造を持つ物質の急性毒性値の相関関係 
（２）既存毒性データからの外挿的推定による毒性予測手法の開発 
 既存毒性データからの外挿的推定による毒性予測手法の開発既存の TG202、TG203 等より得ら



 

 
 

 

れた急性毒性データ、および TG201、TG211 等より得られた慢性毒性データの網羅的な統計解析

を行い、現行の急性毒性/慢性毒性比を用いた外挿的推定手法の問題点を検討した。 
特に、従来の外挿係数を用いるものよりも統計的により妥当な手法として、(1)回帰分析に基づく

外挿法および、(2)事象の同時確率表を用いたベイジアンネットワークの方法論に基づく外挿法、の

開発を行った。現在までの予備解析では両者ともに良好な結果が得られており、実用化のために研

究をさらに進展させる予定である。 
センター基盤研

究 

「作用機構に基

づく化学物質の

生物試験手法の

開発」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境中に存在する多様な化学物

質が複合的に発揮する有害性を評

価するための生物試験法を開発し、

その活用により有害性の本体とな

る化学物質の同定を目指す。 

本年度は特に、（１）有害大気汚

染物質のうち多環芳香族炭化水素

（PAH）類に注目して、有害性（変

異原性/発がん性等）や曝露量が既知

の都市大気中の PAH について、リス

ク評価の手法を検討する。 
（２）各種受容体導入酵母アッセ

イを用いたアゴニスト活性スクリ

ーニングを概ね600種類程度の化学

物質を対象として実施し、データベ

ースの基盤を構築する。 

（１）有害大気汚染物質の変異原性・発がん性の評価手法の開発  
大気浮遊粉じん抽出物の体内変異原性試験

と変異原物質の分画を行った。即ち、つくば市

で採取した大気浮遊粉じんをジクロロメタン

でソックスレー抽出した抽出物について、i) 体
内変異原性検出用遺伝子導入マウス・gpt delta
マウスの気管内に最大用量 1.2 mg 投与した。

肺中の突然変異頻度は用量に依存して増加し、

最大用量では 1.5 x 10-5とコントロールと比べ

て約４倍の突然変異頻度の上昇が認められた。

肺での体内変異原性（0.76 x 10-5/mg 抽出物重

量）は、抽出物中の既知の高い活性を示す変異

原物質であるベンゾ[a]ピレン（1.7 x 10-5/mg）
の値と比べても遜色なく高かった。ii) シリカ

ゲルカラムカートリッジを用いて極性ごとに

分画した。これらの変異原性を TA98 株及び TA100 株を用いたエームス試験に供したところ、既知

のニトロアレーン、多環芳香族及びその酸化体よりも極性の強い画分から主な活性が認められた。

以上の結果より、大気浮遊粉じんの変異原性には未同定の変異原物質の寄与が大きいことが示唆さ

れた。 
（２）生物試験法による内分泌攪乱物質の複合的曝露によるリスク評価手法の開発 
各種受容体結合活性のうち、今年度は生体異物センサーと言われる多環芳香族炭化水素受容体

（AhR）及び構成的アンドロスタン受容体（CAR）を導入した酵母アッセイ法を用いて化学物質の
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受容体結合活性をスクリーニング中である。これまでにAhR酵母アッセイでは578物質中173（30%）

から、CAR 酵母アッセイでは 575 物質中 262（46%）からアゴニスト活性が認められている。 

センター調査研

究 

「化学物質のリ

スク評価手法の

体系化に関する

基盤研究」 

 

 

化学物質の人への健康影響、生態系

への影響の評価に必要な有害性や

曝露にかかわるデータを取得する

手法の開発を進める。本年度は特

に、生体分子及び周囲の環境を考慮

にいれた化学物質の毒性理論手法

の開発を進める。 

量子化学計算による生体分子内のタンパク質のチオール基と化学物質との間の水の効果を考慮に

入れた反応経路（下図）を考慮に入れた毒性の説明付けの研究を進めている。アクロレインとチオ

ール基との顕著な反応性の高さに着目して結果をまとめた。 

 

センター調査研

究 

「化学物質の環

境経由の曝露・影

響実態把握手法

の高度化に関す

る研究」 

本年度は、東日本大震災復興支援

調査・研究と連携し、震災廃棄物の

仮集積場付近の環境水について化

学物質及び毒性の一次スクリーニ

ングを行う。 

気仙沼市の震災廃棄物処分場及び石巻市の仮置き場周辺

の環境水について、7 月下旬から多環芳香族炭化水素受容体

（AhR）、アンドロスタン受容体（CAR）結合活性を酵母ア

ッセイによって調査した。7 月に高い活性を示した後、低下

傾向にあるが、一般的な河川の 2 倍程度と高い傾向を示して

いる。また同試料は GCMS 一斉分析データベースによる一

次スクリーニングにより、高濃度のフタル酸エステル類、し

尿由来成分が検出された。 

センター調査研

究 

「定量的生態リ

スク評価の高精

度化に資する数

理生態学的研究」

化学物質の生態リスク評価の基

盤的技術である生態学モデリング

を開発する。 
（１）集団遺伝学的モニタリング手

法の開発のため、ミジンコ局所的個

体群の 2種の農薬に対する耐性と適

応度コストを測定する。（２）侵入

種の対策コストと管理便益に基づ

（１）霞ヶ浦に生息するカブトミジンコのサンプルを収集し、クローン系統ごとに農薬（フェンバ

レレートおよびＭＥＰ）に対する耐性を毒性試験によって推定した。その結果、耐性値のクローン

間分散が有意となり、遺伝分散が検出された。作用機構の異なる２化学物質に対する共耐性

（cotolerance）は検出されなかった。適応度コストの有無は解析中である。 
（２）外来植物であるパンパスグラス（Cortaderia jubata）の生存率などの生態学的パラメータが分

布拡大速度に与える影響を定量化し、在来種の生息域に対する影響を推定した。 
（３）横浜市鶴見川水系（3 地点）において、月 1～2 回の平水時と夏期における増水時の河川水資

料を用いて、オオミジンコ繁殖試験と残留農薬の分析をおこない、オオミジンコに対する繁殖影響

図 震災廃棄物周辺の環境水調査地点の

例



 

く最適管理法を導出する。（３）河

川水のミジンコ繁殖毒性と農薬類

の実測濃度を比較し、複合影響の発

現パターンを把握する。 

と農薬類の残留濃度との関連について検討した。複合影響を予測するための数理モデルに関する文

献調査を行った。 

センター調査研

究 

「環境リスク因

子の環境経由に

よる生物への曝

露及び影響実態

の把握・検証手法

の開発」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境リスク因子の環境経由によ

る生物の個体あるいは集団への曝

露の程度と、実際の悪影響の程度を

明らかにするための手法開発を、化

学的因子（化学物質）である有機ス

ズ化合物と物理的因子である貧酸

素水塊を対象として、具体事例の解

析に基づいて行う。 
本年度は特に、低酸素誘導因子

（HIF）が貧酸素水塊への曝露履歴

を示すマーカーとして有用である

かをシャコなどいくつかの海産生

物を用いて検証する。 

 東京湾産シャコおよびハタタテヌメリを研究対象種とし、フィールドおよび飼育下における低酸

素誘導因子（HIF）の mRNA 発現特性を調査した。シャコについて HIF-1α、ハタタテヌメリについ

て HIF-1αと HIF-2αの cDNA 完全塩基配列を得た。貧酸素状態において、シャコ HIF-1αは脳、心臓

および生殖腺、ハタタテヌメリ HIF-1α、HIF-2αは鰓、心臓、腎臓、肝臓、脾臓および生殖腺で強く

発現していた。夏季の東京湾で採集した個体の mRNA 発現レベルを測定した結果、いずれの遺伝子

も貧酸素エリアの方が酸素濃度の高い対照エリアに比べ有意に高く発現していた。室内実験におい

て、いずれの遺伝子も貧酸素曝露後 1 週間後に有意に発現レベルが上昇し、その後に酸素濃度を上

昇させた回復試験では 24 時間以内に発現レベル

が貧酸素曝露前の水準に低下した。以上より、HIF
のmRNAが野外で採集された個体の過去の貧酸素

曝露履歴を推定するためのバイオマーカーとして

有用であることが示された。 
また、福島第一原発事故に由来する放射性核種

による沿岸域の汚染と生物影響を調べるための予

備調査として、東京湾の底質における放射性核種

（γ線核種）の測定を進めている。湾北部の表層

泥から放射性セシウムが微量ながら検出されてお

り、時空間的な経時変化を追跡する。 



 

センター調査研

究 

「曝露形態別毒

性学的知見に基

づく有害化学物

質の健康リスク

評価手法の開発」

 

 

環境有害化学物質の健康リスク

評価は、曝露形態の違いから吸入曝

露と経皮・経口曝露した場合に分け

て行われている。 
本年度は、曝露方法が未だに確立

されていない吸入毒性試験方法に

関する研究と経気道曝露した有害

化学物質の毒性試験方法の開発と

健康リスク評価への応用に関する

研究を中心に研究を進める。  

大気浮遊粒子状物質に含まれる有害化学物質には、アリルハイドロカーボン受容体活性化物質、

酸化的ストレス応答性遺伝子活性化物質等が多く含まれている。In vitro では、上皮細胞等を用いて

酸化ストレス応答を調べるため、NF-kB 等の遺伝子を組み込んだレポータージーンアッセイ系を確

立し、酸化ストレス応答性の用量依存的変化を調べている。また、細胞培養液中の増殖因子活性の

変化に伴い、酸化ストレス応答性が変化するため、血清量をコントロールしながらレポータージー

ンアッセイを進めている。一方、in vivo 系において大気浮遊粒子状物質の酸化ストレス応答を調べ

るために、ApoE-/-, NADPH oxidase-/-をはじめとした高感受性のノックアウトマウスを導入して、酸

化ストレス応答を測定するための基礎的データの蒐集に努めている。また、有害化学物質に対する

自然免疫系・獲得免疫系に及ぼす影響評価方法や神経毒性評価モデルの開発も合わせて進めている。 

センター基盤研

究 

「化学物質リス

ク管理戦略研究

のための基礎的

研究」 

 

 

 

 

数理モデル構築に資するため、環

境動態モデルや排出・曝露シナリオ

等の基礎として生物移行に関する

データ取得やモデル化手法の検討

を行う。 

数理モデル構築に資する基礎的研究として、生物移行実験に関する検討およびモデル化手法の検

討を行った。移行パラメーター取得のための生物移行実験については、水環境のさまざまな媒体か

ら底生魚であるマコガレイへの PCB、POPs 農薬、PAH、PBDE、PFOS 移行データの解析を進めた。

また、底質からゴカイへの化学物質の移行にかかる実験条件の検討、具体的には、飼育容器構造と

底質摂取速度計測とについて基礎的な検討を行った。モデル化手法については、排出・曝露を受け

た生物あるいは環境媒体等に適用できる、一次反応速度論に基づくマスバランスモデルにおいて、

実測データに基づいて速度定数パラメーターのフィッティングをフィットする場合の計算方法を具

体的に検討した。とくに、曝露濃度が経時的に段階的に変動する場合への対応、曝露実験において

全期間のデータのばらつきを反映したパラメーターの信頼区間の算出、測定値のいくつかの分布形

への対応を可能とした。 

東日本大震災復

興支援調査・研究

「放射性物質の

多媒体モデリン

グと長期モニタ

リングに関する

研」 

サブ１「放射性物質の多媒体モデリ

ングによる環境動態の解明」を分担

地域 C の大気・海洋モデルとリス

ク C の多媒体モデルを結合する課

題を地域 C と共同で実施する 
結合モデルを用いて、関東地域周

辺の特に大気→水・土壌の多媒体間

移行のモデル化を実施する 

大気・海洋モデルと多媒体モデルを結合する課題については、地域 C の大気モデルにおいて算出

される大気沈着量をリスク C 多媒体モデルの土壌・河川入力値としてオフライン結合する方法で進

むことを検討し、また、多媒体モデル側の予測分解能を一週間程度で集約していくことまでを検討

した。 
大気→水・土壌の多媒体動態のモデル化については、福島県中通り、浜通り地域を中心に、阿武

隈川流域、利根川流域程度までを包含する地域を対象する地域設定を検討した。これを受けてデー

タ構築の準備を進めている。 
 



 

東日本大震災復

興支援調査・研究

「津波被災地域

の避難所等にお

ける環境調査」 

 

 

 

被災地における屋内外大気環境

中の有害物質への曝露実態・要因を

検証し、その低減に資するため、適

切な観測地点を定め、大気、屋内外

粉塵、堆積物の時系列サンプリング

を行い、以降の分析研究を行う上で

必須の役割（試料の戦略的採取）を

担う。 

1. 宮城県環境生活部、保健福祉部の依頼により、津波

被災地の避難所等（気仙沼市、南三陸町及び石巻市の避

難所等計 8 ヶ所）における環境調査・健康影響調査を所

内他センターと協同して実施中である。避難所内空気の

調査やダストの成分分析などの他、特に環境リスク研究

センターでは大気調査、震災廃棄物処分場または仮置き

場周辺の環境水の生態影響調査及び津波堆積物の毒性評

価を主に担当している。 
2. 4 月から隔週で調査隊を派遣し、16 回の調査を実施

した。石巻市のある避難所では、7 月上旬まで 1 立米当たりの大気浮遊粉じん量が 100mg を超過す

るなど高い傾向が認められたが、現在は低下傾向にある。震災廃棄物仮置き場に隣接した高校では

6 月にハエの大発生が問題となったため、教室内に飛来する微生物・衛生害虫調査も実施し、県に

報告した。当該地点の粉じん濃度は 9 月以降に上昇傾向にあり、継続した調査が必要と思われる。 
3. 被災後の泥掻きによると思われる肺炎の発症が報告されており、当該患者の家屋床下等の津波

堆積物を採取し、粒径分布やバイオアッセイ試験に供しているところである。抽出物の低極性画分

から強い細菌毒性が認められるなど、一般的な土壌と異なる性質が明らかになっている。 
４. 6 月に宮城県内 10 地点で実施した大気中重金属濃度の測定結果について、宮城県環境対策課

から記者発表された。 
５. これらの津波被災地における環境調査の状況については、第 20 回環境化学討論会、第 52 回

大気環境学会年会において、いずれも分科会等で講演し、被災地の状況と支援の必要性を発信した。

この後、室内環境学会における市民公開講座でも講演予定（12 月 9 日）である。また日本環境化学

会による「有害化学物質の緊急時モニタリング実施指針（第一版）」の策定に貢献した。 
・以上の成果、経過については逐次宮城県に報告した他、10 月 26 日には中間報告会を県庁におい

て開催し、庁内他部署とも情報共有を図った。 

図 震災廃棄物仮置き場に隣接する高校屋上 

での大気調査 



 

特別研究 

「胚様体を用い

た発生分化毒性 

学に特化したマ

トリックスの開

発」 

神経系細胞、および血管内皮細胞

への分化誘導に特化したマトリッ

クスを開発する。 

（１）神経系細胞への分化誘導に特化したマトリックスの

開発： 神経及びグリア細胞への分化系培養において、最

適な細胞外マトリックスを選定し、環境化学物質暴露の試

験を実施した。 
（２）血管内皮細胞への分化誘導に特化したマトリックス

の開発： 血管内皮細胞への分化及び成熟を効率よく促進

する培養条件の選定及びマトリックスの選択を実施した。 
ヒト胚性幹細胞試験データ適用法の標準化のため、ハイ

スループット画像解析装置による細胞形態変化情報を取得し、遺伝子・形態ネットワークを構築し、

再現性を検証した。その結果、神経系細胞への分化誘導系では、３次元のハニカム構造を形成する

細胞接着分子ラミニン511の含量の高いマトリックスが適していることがわかった。 

奨励研究（長期モ

ニタリング） 

「東京湾におけ

る底棲魚介類群

集の動態に関す

る長期モニタリ

ング」 

東京湾に設定した 20 定点で環境及

び試験底曳き調査の季節調査を実

施する。底棲魚介類の採集と栄養塩

等の分析のための水質試料の採取、

化学分析用の底質試料の採取を行

う。水温や塩分、溶存酸素量に関す

る水質観測も行う。また、プランク

トン（植物及び動物）及びベントス

の採集も実施する。得られたデータ

を解析し、その動向・動態を考察す

る。 

 

 東京湾 20 定点で環境及び試験底曳き調査を 2 月、5
月、8 月及び 11 月に実施している。水温、塩分、溶存

酸素量、栄養塩類等を測定し、魚類、甲殻類、軟体動

物及びウニ類の種組成と個体数、重量を調べ、経年変

化を解析した。捕食者としての魚介類の動態解析のた

め、餌生物の動態も明らかにすべく、2010 年度から

動・植物プランクトン、2011 年度からベントスの採集

も始めた。得られた 2010 年データを解析し、前年ま

でのデータと比較した結果、底棲魚介類の種数が前年

に比べてやや増加した。また、個体数 CPUE（一曳網当りの個体数）と重量 CPUE（一曳網当りの重

量）が共に顕著に増加し、特に重量 CPUE はこれまで 30 余年に及ぶ調査期間中で最大値を記録した。

しかし、その内訳は、個体数 CPUE も重量 CPUE も、主としてコベルトフネガイという二枚貝が激

増したことによるものであった。サンショウウニ類の個体数 CPUE 及び重量 CPUE も高水準であっ

た。一方、個体数 CPUE では魚類と甲殻類が低水準のままであり、重量 CPUE では魚類が増加した

が甲殻類が減少した。 

環境研究総合推 マウスに NRDE を吸入曝露し、 ナノ粒子曝露の脳への影響のメカニズム解明と新たなバイオマーカーの創出・リスク評価をする



 

進費 
「ディーゼル排

気ナノ粒子の脳、

肝、腎、生殖器へ

の影響バイオマ

ーカー創出・リス

ク評価 
」 

非空間的な学習機能行動への影響

を調べる。神経毒性メカニズムを明

らかにするために、マウス嗅球・海

馬でのグルタミン transporter 1、神
経細胞死に関与するカスパーゼ活

性化などをリアルタイム RT-PCR
法、ELISA 法で測定し、ナノ粒子曝

露影響における新たなバイオマー

カー候補を創出する。 

ために、ナノ粒子を含んだディーゼル排気の学習行動とメモリ機能への影響について検討している。

これまで、雌マウスでの 3 カ月の高濃度 NRDE 曝露が空間的学習能力に影響し、海馬の NMDA 型

グルタミン酸受容体サブユニットNR2A mRNA 発現レベルをアップレギュレートすることを明らか

にした。本年度は、グルタミン酸の代謝系への影響について検討した。その結果、グルタミン酸の

生体膜を介した輸送に関わるグルタミン酸トランスポーターGLT1 の遺伝子発現には NRDE 曝露の

影響はみられなかったが、グルタミン酸から抑制性伝達物質であるγアミノ酪酸 GABA を合成する

グルタミン酸脱炭酸酵素 GAD1 の遺伝子発現は NRDE 曝露により有意に上昇していた。以上の結果

から、NRDE 曝露によりグルタミン酸代謝の異常活性化を介して、神経損傷を引き起こしながら空

間的学習能力に影響することが推察された。 

環境研究総合推

進費 
「貧酸素水塊が

底棲生物に及ぼ

す影響評価手法

と底層ＤＯ目標

の達成度評価手

法の開発」 

底層DO目標値導出のための初期

生活史標準試験法の確立、科学的根

拠に裏付けられた底層DO目標値の

提示、その目標値適用のための水域

区分の提案、及び底層 DO 目標の達

成度評価手法の確立を図る。 
本年度は、初期生活史試験に関す

る実験プロトコルを作成し、内湾代

表種（マコガレイ、アサリ）の実験

データを得る。幼生に対する貧酸素

忌避応答実験も行う。東京湾のマコ

ガレイと三河湾のアサリの初期生

活史に関するフィールド調査・解析

を継続し、水質生態系モデルの設

計・開発を行う。流動シミュレーシ

ョンに必要なデータを収集して入

力する。環境基準達成の判定手法の

プロトタイプを作成する。 

 初期生活史試験法に関する重要な点とそれを的確に実施するための方法論はほぼ確定し、プロト

コルを今年度中に作成できる見通しである。また、それに基づいて実施した試験でマコガレイ稚魚

とアサリ幼生・着底初期稚貝の貧酸素耐性データを獲得・蓄積し、今後、シミュレーションを実施

する。致死 DO レベルの他、貧酸素水塊（低 DO 海水）に遭遇した際の行動等に関する観察結果も

得ており、それらをシミュレーションに反映させる。 
特筆すべきこととして、アサリ幼生及び着底初期

稚貝には、当初の予想以上に貧酸素耐性があること

がわかった。一般に、アサリ、サルボウガイ等ある

種の二枚貝成体には貧酸素耐性があることが知ら

れているが、幼生等の生活史初期の個体については

ほとんど知見がなく実態が不明であったことから、

本研究で得られた成果は貴重である。 
一方、底層 DO 目標の達成度評価手法の確立に向

け、二つの課題を推進した。まず、特定の閉鎖性海

域内において測定時点毎に DO 基準値を満足している面積比率を推計し、それを測定時点の順序を

考慮に入れずに評価する累積頻度図法の有効性や拡張性等を確認し、この解析結果を分かり易くす

る方法論を開発した。また、測定地点毎の基準値を満足する時間比率に着目し、上記とは異なる累

積頻度図法を構築し、その有効性等を検証した。次に、DO 基準値の判断に対する年間測定日数の影

響を検討し、１年間のサンプリング回数と DO 基準値の誤判別率の定量的評価をシミュレーション



 

と解析的手法により行った。すなわち、データとモデルによって年間の測定回数の変動に伴う、誤

判別率を推定した。これにより、底層 DO 目標達成度評価において行政上必要不可欠である年間の

測定回数の決定や目標値適用のための水域区分の提案を定量的に行うための前提作業が終了した。 

環境研究総合推

進費 

「ディーゼル起

源ナノ粒子内部

混合状態の新し

い計測法」 

ディーゼルナノ粒子の内部混合

状態の情報を獲得する為の手法を

確立し、ディーゼルナノ粒子の毒性

評価、健康リスク研究に、その情報

を提供する。本年度は、実サンプル

の分析を進める。 

ディーゼルナノ粒子に対して、収束イオンビーム二次イオン質量分析装置、走査型電子顕微鏡、

レーザー共鳴多光子イオン化法を組み合わせた収束イオンビーム質量顕微鏡を適用し、従来の分析

手法では明らかになっていない一粒子単位の化学組成（有機物・無機物）と、それらの内部混合状

態の情報を獲得する為の手法を確立を進めた。吸入後の肺胞に沈着した場合の粒子を模擬的に再現

するため、溶媒を静電噴霧法により捕集粒子に吹き付け、粒子が溶解する様や粒子表面を覆ってい

たアルカンが溶出している様子を初めて詳細な成分マッピングで明らかにした。 
科学研究費補助

金 基盤研究（A）

「有機スズによ

る腹足類のイン

ポセックス誘

導：レチノイドＸ

受容体関与説の

高度化」 

レチノイドＸ受容体（RXR）を

中心に据えた、より詳細なインポセ

ックス誘導機構の解析を進める。同

時に、いくつもの矛盾点があるにも

かかわらず、前鰓類の種差ゆえであ

るとの主張が欧米で根強くなされ

ている既存の４仮説の妥当性の検

証も行う。 
本年度は、イボニシにおいて昨年

度に確認されたレチノイド X 受容

体（RXR）の 2 種のアイソフォーム

の性状について論文に取りまとめ

るとともに、その他の核内受容体の

探索及びクローニングを進める。 

 これまでの研究から、巻貝類における有機ス

ズ化合物によるインポセックス誘導メカニズム

に、核内受容体の一種であるレチノイドＸ受容

体（RXR）が関与していることが示唆されてい

る。そこで、イボニシにおける有機スズ化合物

による RXR 遺伝子を介した遺伝子調節のメカ

ニズムを明らかにするため、新規 RXR 遺伝子の

単離を行った。その結果、2 種類の RXR cDNA 
(TcRXR-1, -2)が得られた。これらの配列を用い、

レポータージーンアッセイ法により解析を行っ

た結果、1 種類の配列 (TcRXR-1)では 9-cis レチノイン酸 (9cRA)や有機スズによる転写活性が

誘導されたが TcRXR-2 ではほとんど誘導されず、さらに TcRXR-2 は TcRXR-1 の転写活性を抑制

することが分かった。また、RXR タンパク質のリン酸化修飾とその転写活性に対する影響につ

いてもウエスタンブロッティング法等により解析を行った。 
 



 

１.５ 今後の研究展望 

 

環境リスク分野では研究の対象として化学物質に重点化している。環境リスク研究に生物多様性分野の研

究を取り入れるべきこと、生物・生態系分野との関係に関して外部評価委員より疑問・要望が提出された。

化学物質等の生態リスク評価研究にとって、生物多様性研究の知見や解析手法を取り入れることは最重要課

題であり、今後とも、環境リスク研究分野においては、個体群の存続可能性分析、生態系モデリングによる

生態系機能解析などの手法を大幅に導入する予定である。また、政策ニーズへの対応の具体化の必要性が指

摘されたが、環境基本法、化学物質審査規制法、水質汚濁防止法、農薬取締法、大気汚染防止法への対応を

主要な政策ニーズと考えている。「環境研究の基盤整備」事業、および「環境施策に資する基盤的な調査研究」

により、先端の研究成果を取り入れつつリスク評価に必要な科学的知見を得るための基盤的研究を推進する

と同時に、政策ニーズの把握とこれへ貢献する実践的な調査・研究を推進していく。 

新たな化学物質に関する製造会社、検査機関、国際機関等との情報交換が外部評価委員より要望されたが、

化学物質のリスク評価・管理についての国内・国際的な研究分担、役割分担を意識して、OECD等国際機関、

規制当局、産総研等の研究機関、化学工業協会等の関係団体との情報交換を始めている。また、生態影響試

験についてOECDや USEPAと連携するとともに、セミナーや講習を通じて国内の試験・検査機関と情報交換を

実施している。 

東日本大震災復興支援調査・研究では、原発事故後の放射性物質の拡散のシミュレーション、および災害

廃棄物等に由来する有害廃棄物への曝露評価という重要な課題について、地域環境研究センターや環境健康

研究センターと連携して取り組みを開始している。今後とも継続的に調査・研究を推進し復興に貢献する。 

今後、研究成果をリスク研究の基盤として社会が活用できる体制の強化、研究室単位で行う基盤的な調査研

究の充実とともに、最終年度となる推進費等の競争的研究資金の獲得も重要な課題となると考えている。 

 

１．６ 自己評価 

 「環境研究の基盤整備」のうち特筆すべき成果は、「レファレンスラボラトリー機能の整備」では、成功裏

に生態毒性試験の実習セミナーを実施したことである。この実習をきっかけに試験担当研究者間のネットワ

ークが構築され、試験法の普及が図れることを期待している。また、「化学物質データベース」では、化学物

質環境調査（いわゆる黒本調査）の結果をＧＩＳを利用した地理情報として公表するための準備と生態毒性

データベースのデータ構造の検討を進め、新しい取り組みを開始することが出来た。 

 本年度より開始した「環境施策に資する基盤的な調査研究」では、MuSEM を基礎とする排出推定ツール

のリスク評価への活用、および生態毒性予測のための新規の物理化学的記述子の開発等を進め、化学物質審

査規制法の政策ニーズへの対応の道筋をより明確なものとした。また、重要な政策ニーズになりつつある化

学物質の複合的曝露のリスク評価への対応を、生物試験法の開発の観点から開始することが出来た。また、

公募型受託費により、水生生物保全環境基準の検討、化学物質審査規制法での化学物質リスク評価、生物応

答を利用した水環境管理手法の検討、有害大気汚染物質指針値設定ガイドライン策定などの政策ニーズに大

きく貢献することが出来た。 

 

２． 誌上発表及び口頭発表の件数 

（件） 

誌上発表 書籍 口頭発表 特許等 

査読なし     査読あり 

  ０                 ３９ 

 

４ 

国内      国外 

４８          １７ 

 

０ 

 



測定方法

生態毒性

曝露関連 5千
法規制関連 6千

リスク評価関連 4千

計 約１万物質

化学物質データベース等の
整備・提供

水生生物生態影響試験の水生生物生態影響試験の
標準化への対応標準化への対応

・魚類・藻類・甲殻類
試験法の標準化
・試験生物の供給 LC/MS・MS等分析

手法の標準化

生物統計手法
の標準化

生態影響試験に関する標準機関
（レファレンスラボラトリー）

機能の整備

試験法開発

リスク評価手法の整備リスク評価手法の整備
による環境施策への貢献による環境施策への貢献
（環境基本法、化審法、水濁法等）（環境基本法、化審法、水濁法等）

環境リスク評価実施の推進環境リスク評価実施の推進
行政・研究者・市民への情報発信行政・研究者・市民への情報発信

連携・協力
・試験法の国際
標準化
・国内研究機関
によるリングテス
ト（WET対応）

普及・啓発
・地方環境研究
所や民間企業等
の技術力向上

連携・協力
他機関デー

タベース

普及・啓発
Web公開

基盤・支援
リスク評価へ
の情報提供

化学物質リスク化学物質リスク
評価・管理への評価・管理への
貢献貢献（化審法等）（化審法等）

多角的対応多角的対応

WET講習会等

のニーズ対応
生態毒性データの生態毒性データの

精緻化および標準化精緻化および標準化

基盤・支援
・試験生物の試
験機関への提供

基盤的な研究

研究プログラム

○改正化審法への対応
○実態調査、農薬出荷
量などの追加

○地理情報としての公
表への準備・検討

○改正化審法への対応
○実態調査、農薬出荷
量などの追加

○地理情報としての公
表への準備・検討

化学物質情報

連
携

連携 ○新規分析法の
追加

○Webページの

改良

○新規分析法の
追加

○Webページの

改良

○新規開発に向
けデータベース
の構造を検討

○新規開発に向
けデータベース
の構造を検討

月平均16万
アクセス

月平均12万
アクセス

別紙2-1環境研究の基盤整備



別紙2-2第1回生態影響試験実習セミナーの実施

目的：
“生態影響試験に関するレファレンスラボラト

リー”では、国内の生態影響試験に関する技術の
標準化によって環境リスク評価に用いられるデー
タの信頼性および質の向上を図り、国の政策に科
学的側面から貢献することを目的として活動してい
ます。

その一環として、事業所排水の生態影響評価を
行うWET（Whole effluent toxicity）など、生態影響
試験の導入を目指している地方公共団体の環境
研究所、企業、大学などを対象に、生態影響試験
の基礎的な知識や技術の普及を図り、試験導入を
援助する実習セミナーを開催しました。

概要：
本年度は、甲殻類のミジンコ（ニセネコゼミジンコおよびオオミジンコ）を用いた短期慢性繁殖影響試

験および急性遊泳阻害試験について取り上げました。

1.ニセネコゼミジンコの繁殖影響試験法およびオオミジンコの遊泳阻害試験法の解説
2.試験生物の飼育方法や試験に関わる基本的な操作技術の指導
3.生態影響試験に必要な設備、器具等の紹介
4.生態影響試験に関わる質問、相談受付

参加人数 合計29名
内訳 ： 大学・公的研究機関 10名、 地方環境研究所 3名、 企業 8名、 調査機関他 8名



既往データ

急性毒性値

慢
性
毒
性
値

○環境化学物質 ○環境サンプル

データを集約
（データベース化）

複合的曝露（Combined 
Exposure）のリスク評価実施の

基盤構築

作用機序に基づくバイオアッセイによる影響評価

gpt

red, gam

λEG10

cat loxPloxP

chiC

①変異原性/発がん性 ②レセプター依存活性・
内分泌攪乱作用

内分泌かく乱物質

（環境ホルモン）

DNA
レセプター応答配列 プロモーター

酵母

ガラクトシダーゼ

基本転写因子

コアクティベーター

ホルモンレセプター

ガラクトシダーゼ遺伝子

TIF2

酵母ツーハイブリッドシステムによる受容体導入酵母模式図

各種核内受容体

内分泌かく乱物質

（環境ホルモン）

DNA
レセプター応答配列 プロモーター

酵母

ガラクトシダーゼ

基本転写因子

コアクティベーター

ホルモンレセプター

ガラクトシダーゼ遺伝子

TIF2

酵母ツーハイブリッドシステムによる受容体導入酵母模式図

各種核内受容体

②既存毒性データからの統計的推定
による毒性予測手法の開発

相関などの統計的
パターンを抽出

既往データに見られる統計的情報に基づく
化学物質の慢性毒性予測手法を開発

①化学物質の構造に基づく毒性予測手法の開発

・魚類致死毒性および甲殻類遊泳阻害

・藻類生長阻害のモデルの構築

部分構造フラグメント分類
ルール 改善

QSARモデルの

精緻化

課題1：

排出係数、カテゴリー細分化などの
知見を既存の排出推定ツールに反映

改正化審法でのリスク評価に直ちに
応用可能なツール開発

課題2：

製品寿命、時間変動などを考慮する
新たな排出推定ツールの開発

今後の化審法等のリスク評価の展開
に貢献

MuSEMモデル

NITE（用途別排出係数）、EU（REACH TGD）等との連携

プログラムPJ３と連携

国内外の化学物質管理
（化審法、水濁法、農取
法、大防法、ＯＥＣＤ等）

に貢献

１.排出推定手法の開発

２.毒性予測手法の開発 ３.作用機序に基づく生物試験法

の開発

プログラムPJ２と連携

プログラムPJ１と連携

リスク評価ツールとして
公開

既存データ

複合的曝露のリスク評価 In viｔro

別紙2-3環境施策に資する基盤的な調査研究



様式 3 

研究プログラム 

化学物質評価・管理イノベーション研究プログラム 
 

 

代表者： 環境リスク研究センター 白石寛明（センター長） 

  

構成者： 

環境リスク研究センター 

  青木康展（副センター長） 

[環境リスク研究推進室] 青木康展（室長、併任）、鑪迫典久（主任研究員）、林岳彦（研究員）、 

岡知宏、渡部春奈（特別研究員） 

[生態リスクモデリング研究室] 田中嘉成（室長）、多田満（主任研究員）、横溝裕行（研究員） 

真野浩行（特別研究員） 

[生態系影響評価研究室] 堀口敏宏（室長）、児玉圭太（研究員）、李政勲、漆谷博志（特別研究員） 

朴正彩（リサーチアシスタント） 

[健康リスク研究室] 平野靖史郎（室長）、石堂正美、黒河佳香、曽根秀子、古山昭子（主任研究員） 

藤谷雄二（研究員）、宮山貴光（特別研究員） 

[リスク管理戦略研究室] 鈴木規之（室長）、櫻井健郎、今泉圭隆（主任研究員）、河合徹（特別研究員） 

[主席研究員] 藤巻秀和（主席研究員） 

 

資源循環･廃棄物研究センター 

[ライフサイクル物質管理研究室] 滝上英孝（室長）  

 

社会環境システム研究センター 

[環境経済・政策研究室] 日引聡（室長）  

[環境計画研究室] 青柳みどり（室長） 

[環境都市システム研究室] 松橋啓介（主任研究員）、村山麻衣（准特別研究員） 

 ※所属・役職は 11 月 1 日時点のもの。また、*)印は過去に所属していた者を示す。 

 

１． 研究成果の概要 

 

１.１ 研究の概要 

 
近年、化学物質の管理に化学物質の生物に対する影響評価の視点が盛り込まれ「化学物質審査規制法」

（平成 21 年改正）における優先評価化学物質の選定及びそのリスク評価に基づく規制、水生生物保全

のための水質環境基準の設定、「農薬取締法」における農薬登録保留基準値の設定などの形で具体化さ

れている。しかしリスク評価における生態系保全の考え方が必ずしも十分に確立されておらず、評価手

法の重点的な開発が必要である。また、ナノマテリアルの人の健康や生態系に対する影響に関しては、

従来のハザード評価手法では評価できない可能性が指摘され、同時に、多様な影響や特性を持つ多数の

化学物質に対する効果的かつ効率的な管理が求められている。 
これらの課題に対応するために、①個体群の存続可能性や生態系機能等の観点、生態影響試験の標準

化と体系化等を含む新たな生態リスク評価手法の研究、②人の体内や環境中での物理化学的性状・形状

を考慮するナノマテリアルの毒性評価手法の開発と安全性に関する研究、③リスク要因の時空間特性の

解明など評価手法の高度化に基づきつつ、科学的不確実性の高い段階での対策手法の最適な選択などを

含む化学物質等の環境リスク管理の戦略を示す研究、をそれぞれプロジェクト１～３として実施する。 
 プロジェクト１では、化学物質等の生態リスク評価・管理手法に関する研究を行う。化学物質の生態

系への影響をより正確に推定するために、生態学的視点を取り入れた生態毒性試験法を開発するととも

に、対象種の生態情報、対象化学物質の物性や環境中曝露濃度を数理生態学モデルによって統合化し、

生物の個体群増加率や存続可能性の低下として化学物質のリスクを定量化する手法を開発する。群集レ

ベルの生態リスク評価法として、生態系機能に着目した解析方法を提案する。野外生態系における事例

研究として東京湾底棲魚介類群集を対象に、貧酸素水塊や化学汚染による個体群および群集レベルの影

響を個体群の存続可能性と生態系機能の観点から評価する。化学物質等の管理法を合理化するため、排



出削減のコストと生態リスク評価における不確実性（推定誤差）を考慮に入れた最適管理法の理論的研

究を行う。 
最終的な目標として、本プロジェクトは（１）化学物質等に対する環境基準値策定に於ける科学的根

拠を提供すること、（２）生態毒性試験法および生態リスク評価手法の改良と提案をおこない、内分泌

かく乱物質を含む影響評価の困難な化学物質のリスク評価・管理施策に貢献すること、および（３）試

験生物への毒性影響と生態系保全との関連に関する科学的な解釈を明確化することなどによって、環境

政策を学術面からバックアップすることを目指す。 
 プロジェクト２では、ナノマテリアルの毒性評価手法の開発と安全性に関する研究を行う。新規化学

物質を一定量の生産や輸入をする場合は化学物質審査法に基づく安全性試験を実施することが生産者

や輸入業者に義務づけられている。化学物質の安全性評価ガイドラインは、環境汚染物質としての代表

物質を想定して策定されており、そのガイドラインを種類の異なる化学物質等にも直接適用されている。

このため、不溶性の粒子状物質に対しては適切な試験方法がないのが現状であり、試験困難物質として

位置づけられている。 近年生産量が増え続けているナノマテリアルの安全性評価において、OECD や

ISO 等の国際機関が重要課題として取り上げており、また第 2回国際化学物質管理会議（ICCM2）におい

ても、新規課題として「ナノテクノロジー及び工業用ナノ材料」が取り上げられたところである。 

本プロジェクトでは、ナノマテリアルの中でも特に生産量が多い、ナノ酸化チタン、ナノ銀、カーボ

ンナノチューブについて安全性評価に関する研究を行う予定である。平成 23 年度は、細胞、小動物、

生態毒性試験用生物に対するナノマテリアルの曝露方法の開発を中心に研究を進めているほか、繊維状

ナノファイバーであるカーボンナノチューブの生体影響に関して細胞や動物を用いた詳細な毒性試験

を展開しており、また銀ナノ粒子の生体影響に関しても、マクロファージや気管支上皮細胞を用いて毒

性発現のメカニズムに関する研究を進めている。 

プロジェクト３では、化学物質等のリスク管理の戦略的アプローチに関する研究を行う。多様な影響

や特性を持つ多数の化学物質に対して、効果的かつ効率的な管理が求められている。本プロジェクトで

は、物質や環境の特性に基づく動態や曝露の時空間分布の詳細な評価手法の開発、また、物質ライフサ

イクル上の曝露の特性把握の検討を行う。さらに人や生物へのリスク特性や科学的知見の確からしさな

どを考慮する戦略的なリスク管理のあり方について考察を行う。 

具体的には、多様な影響や特性を持つ多数の化学物質に対する効果的かつ効率的な管理のため、物質

や環境の特性に基づく動態や曝露の時空間分布の詳細な評価手法の開発、また、物質ライフサイクル上

の曝露の特性把握の検討、さらに人や生物へのリスク特性や科学的知見の確からしさなどを考慮する戦

略的なリスク管理のあり方の各課題に対してについて研究を進める。このため、(1)化学物質動態と曝

露の時空間分布の評価手法の研究、および(2)化学物質リスクに対する社会における管理のあり方に関

する研究、の 2サブテーマ構成で研究を実施する。サブテーマ(1)はさらに(1-1)時空間変動を持つリス

ク要因への評価手法、(1-2)物質ライフサイクル上の新たな排出・曝露シナリオの構築、(1-3)POPs 等の

全球多媒体モデルの 3つのサブ課題に分けて検討を進める。これらの検討成果により、化学物質リスク

管理の新たな戦略的アプローチの構築に資することを目指す。 

 

１.２ 今年度の実施計画概要 

 

全体計画 

 今年度は、それぞれのプロジェクト研究を推進するとともに、各プロジェクトにおける生態リスク、

ナノマテリアル、曝露動態の特性などの成果をリスク管理の枠組みの中で考察する研究を開始し、また、

今後のプロジェクト間での関連する課題間での情報交換の準備を進める。 

プロジェクト１ 

１）個体群レベル生態リスク評価の基本となる数理モデルを作成し、繁殖毒性、性比撹乱データと曝露

レジームに基づいて、化学物質の生態リスクを個体群増加率の低下として統一的に評価できる生態リス

ク解析手法を考案する。さらに、食うものと食われるものの関係に代表される種間相互作用を介して化

学物質の生態影響が、藻類→ミジンコ→魚と上位種に波及していくことによる生態リスクを簡易に評価

するための三種系生態リスク評価モデルを作成する。 

２）東京湾における底棲生物群集を調査し、貧酸素水塊が底棲生物の空間分布と加入時期に及ぼす影響

を明らかにする。また、貧酸素水塊が底棲生物の種構成や個体密度（バイオマス）を通じて魚介類群集

に与える影響を調べるため、東京湾底棲生物群集の食物網解析を進める。 
３）化学物質の最適管理問題にオペレーションズ・リサーチの解析手法を導入する第一歩として、化学

物質排出量と環境中濃度、環境中濃度と生物多様性減少の間に情報の不確実性がある場合に取りうる最



善の管理法を情報ギャップ理論に基づいて算出する。特定河川水系における亜鉛排出量規制をモデルケ

ースとして取り上げ、管理コストと生物多様性減少リスクの総和をある許容限度以下に抑えるための最

適管理法に適用する。 

プロジェクト２ 

１）ナノマテリアルの曝露方法と実効曝露量に関する研究 

粒子状物質の生体・生態影響研究では、水系においても気相においても、粒子の分散状態そのものが

試験結果に大きな影響を与えることが考えられるが、標準化された方法はない。ここでは、ナノ粒子の

分散や安定性に関する研究を行う。 

２）ナノマテリアルの生体影響評価法に関する研究 

ナノ物質などの不溶性粒子状物質は、物質の界面と生体（細胞表面など）との作用により影響が現れ

るため、体内への吸収から始まる通常の化学物質の影響とは根本的に考え方が異なる。ナノ粒子は大き

な比表面積をもち組織反応性が高い。カーボンナノチューブ、ナノ銀、デンドリマーなどを用い、粒子

の性状と標的臓器・細胞における毒性との関連を明らかにする。 

３）ナノマテリアルの生態毒性試験法に関する研究 

 野生生物（特にメダカやミジンコなどの水棲生物）に対するナノマテリアルの有害影響について、既

存の試験法を踏まえた上で、適正な曝露の手法とそれを用いた毒性試験法を開発する。生産量が多いナ

ノ酸化チタンなどを用いて、粒子物性と生態毒性の関係について明らかにすることにより、ナノマテリ

アルの野生生物に対するリスク評価に資するための毒性研究を行う。  

プロジェクト３ 

１）化学物質動態と曝露の時空間分布の評価手法の研究 
(1-1)時空間変動を持つリスク要因への評価手法については、水田農薬を対象とした環境中実態調査を進

め、水田除草剤を対象とした排出推定モデルの精度を検証する。同時に、水田殺虫剤・殺菌剤に対象を

広げるためのモデル改良、水生生物へのリスク評価手法の検討等を進める。 
(1-2)物質ライフサイクル上の新たな排出・曝露シナリオの検討については、臭素系難燃剤またフッ素化

合物についての排出係数等の調査を行い、既存研究蓄積とあわせ、基礎方法論とデータを整備する。 
(1-3) PCBs を対象とした全球多媒体モデル（FATE）を完成させる。モデルに必要となる観測データベ

ースを整備し、また、地域間公平性解析の準備として人口分布、経済指標などのデータ整備を進める。 
２）化学物質リスクに対する社会における管理のあり方に関する研究 

リスクに関わる多様な事例を収集し、それらの分類枠組みの構築を試みる。リスク要因、科学的知見

の蓄積、社会におけるリスク基準、およびさまざまな社会の諸主体によるその受け止め方との関係性を

軸に分類すること試み、また、物質代替等の企業のリスク管理行動に関する情報収集を進める。 
 

 

１.３ 研究予算 

（単位：百万円） 
 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 累計 

①運営費交付金 ８２      

②総合科学技術会議が

示した競争的資金 
０      

③②以外の競争性のあ

る資金(公募型受託費

等) 

０      

④その他の外部資金 ０      

総額 ８２      

注 1. 括弧内は、再委託費を含めた金額。



１．４ 平成２３年度研究成果の概要（化学物質評価・管理イノベーション研究プログラム） 
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研究プログラ

ム・プロジェク

ト・サブテーマ

平成２３年度の 
目標 

平成２３年度の成果（成果の活用状況を含む） 
 

化学物質評価・

管理イノベーシ

ョン研究プログ

ラム 

・プロジェクト１～

３それぞれの推進 
・プロジェクト間連

携の方向性を考察 

今年度は各プロジェクトでの研究を進めるとともに、生態リスク、ナノマテリアル、曝露動態の特性など各プ

ロジェクトの関心を通覧するリスク管理の枠組みに関する考察をまずプロジェクト３の中で開始した。今後、各

プロジェクトの関連課題間のより密な協力体制を取っていくことを考えたい。 
 今年度の成果のアウトカムとしては、化審法リスク評価等における生態毒性評価への専門的知見、また動態モ

デル応用による曝露評価などの基礎などとしての活用がされつつある。また、例えば難燃剤等の排出シナリオ研

究の成果は、製品からの排出推定に関わる新たな知見として OECD で各国行政府や工業会に提供された。他の諸

課題については、研究を開始したばかりの段階でまだ具体的なアウトカムには至っていないが、今後の研究の進

展により社会・行政また環境問題の解決への貢献を進めるべく努力していきたい。 
プロジェクト１

「化学物質等

の生態リスク

評価・管理手法

に関する研究」

 

サブテーマ 1

個体群レベル

における化学

物質の生態リ

スクに関する

研究 

 

 

 

 

 

 

 

サブテーマ 2

群集・生態系

レベルにおけ

個体群レベル生態リ

スク評価の基本となる

数理モデルを作成し、

繁殖毒性、性比撹乱デ

ータと曝露レジームに

基づいて、化学物質の

生態リスクを個体群増

加率の低下として統一

的に評価できる生態リ

スク解析手法を考案す

る。さらに、種間相互

作用を介して化学物質

の影響が上位種に波及

していく生態リスクを

簡易に評価するための

三種系生態リスク評価

モデルを作成する。 

 

 

 

東京湾における底棲

生物群集を調査し、貧

酸素水塊が底棲生物の

サブテーマ１：オオミジンコを用いた多世代試験法を開発

し、幼若ホルモン様作用物質（ピリプロキシフェン等）の

多世代影響を評価するうえで、オス仔虫の誘導がある場合

の問題点を検討した（右図参照）。ミジンコ繁殖毒性および

性比撹乱データに基づいて、内分泌かく乱作用による性比

撹乱と産仔数の低下による生態影響を個体群増加率の低下

として統一的に評価する解析手法を考案した。実環境にお

いて化学物質濃度が時間的に変動することを考慮に入れ、

個体発生過程の限られた期間に存在するリセプターとの毒

物反応モデルを作成し、ピリプロキシフェン（昆虫成長制

御剤）などで実施したオオミジンコの（性比変化を含む）

繁殖毒性試験データから、モデルパラメータ（感受期、反

応強度など）を推定した。モデルパラメータの推定は、

Daphniaの繁殖生理に関する知見を事前情報としたマルコフ連鎖モンテカルロシミュレーション（ＭＣＭＣ）によ

って確率分布として計算した。また、繁殖阻害予測モデルに関しては、化学物質の繁殖に対する直接効果と、成

長阻害を介する間接効果を同時に解析できる動的エネルギー収支モデル（Dynamic Energy Budget Model）を採用

し、ＭＣＭＣによるモデルパラメータを推定した。今後は、これらの毒性予測モデルをミジンコの個体群モデル

に統合化し、化学物質の、内分泌かく乱作用による性比の撹乱と、その他を含む作用による繁殖阻害の相対的な

リスクを、個体群増加率や存続可能性の指標で統一的に比較できる枠組みを完成させる。 
サブテーマ２：群集レベル生態リスク評価のために、藻類-ミジンコ－魚類を想定した三種系生態リスク評価モデ

ルを作成した。モデルの目的は、化学物質の環境中曝露評価や生物蓄積性、生分解性、生態毒性、対象生物の生

活史などの知見を総合し、生態リスク評価に反映させることである。種間相互作用をモデルに組み込むことによ



る化学物質の

生態リスクに

関する研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

サブテーマ 3

生態リスクの

最適管理手法

に関する研究

空間分布と加入時期に

及ぼす影響を明らかに

する。また、貧酸素水

塊が底棲生物の種構成

や個体密度を通じて魚

介類群集に与える影響

を調べるため、底棲生

物群集の食物網解析を

進める。 
 
 
 
化学物質の最適管理

問題にオペレーション

ズ・リサーチの解析手

法を導入する第一歩と

して、化学物質排出量

と環境中濃度、環境中

濃度と生物多様性減少

の間に情報の不確実性

がある場合に取りうる

最善の管理法を情報ギ

ャップ理論に基づいて

算出する。特定河川水

系における亜鉛排出量

規制をモデルケースと

して取り上げ、管理コ

ストと生物多様性減少

リスクの総和をある許

容限度以下に抑えるた

めの最適管理法に適用

する。 

って、化学物質の個体群への影響が、種間相互作用によって上位種に波及する間接効果も評価する。生態リスク

の指標として、最上位種である魚の年あたり個体群増加率を採用する。魚の齢構成と体サイズの動態をモデルに

組み込み、化学物質の慢性的成長阻害の影響も評価

できるようにした。また、化学物質の体内動態をモ

デル化し、曝露の時間的変動による慢性的な毒性反

応を評価できるようにした。今後、モデルパラメー

タの設定を行い、環境省初期評価化学物質その他の

化学物質へのリスク評価を試みる予定である。 

東京湾におけるマクロベントス（大型底棲無脊椎

動物）群集と水質・底質の時空間的関係についての

解析を行い、貧酸素水塊がマクロベントスの空間分

布および加入時期に影響を及ぼすことを明らかにし

た。また、貧酸素水塊がマクロベントスの変化を通

じて底棲魚介類群集と生態系機能に与える影響を調

べるため、底棲生物の食物網解析を進めている。 
サブテーマ３：化学物質の管理において、排出基準

値を設定する際、様々な不確実性が生じる。排水中

濃度を低減させるためには設備投資や化学物質使用

量の削減が必要だが、そのコストの算定には大きな誤差

がある。排出量を規制した場合の環境中濃度も正確な予

測が難しい。本研究では、大きな不確実性の下で意思決

定を行う場合に有用な情報ギャップ理論を用いて化学物

質の排水基準値を設定するための理論を構築した。情報

ギャップ理論は、最も大きな不確実性のもとでも、政策

として受け入れられる総コストの上限を上回らない排水

基準値を導きだす手法である。事例研究として、群馬県

粕川において亜鉛の排水濃度を下げるために対策が必要

な事業所を合理的に選定する予備的解析を行った。今後

は、より詳細な解析を行い、大阪府石津川、群馬県碓氷

川でも同様に事例研究に取り組む予定である。 

1
2

34
56

7 8
910

A

B

C
D

Variables ρs Significance 

TOC 0.91 P < 0.01 

DO 0.80 P < 0.01 

BIO‐ENV analysis

マクロベントス個体数密度と貧酸素水塊の空間分布

ベントス群集類似度に基づく空間区分
および相関する環境因子

各空間グループの環境・生物特性

6～11月に貧酸素水塊が発生
8・9月に湾中央‐北部は無生物域、10月に回復

湾北部～湾南西部（A, B, D）： 泥底

有機物量多く、多様度・密度低い

マクロベントス群集とTOC・DOの
空間分布に有意な相関

湾南東部（C）： 砂泥底

有機物量少なく、多様度・密度高い



プロジェクト２

「ナノマテリ

アルの毒性評

価手法の開発

と安全性に関

する研究」 

 

サブテーマ 1

ナノマテリア

ルの曝露方法

と実効曝露量

に関する研究

 

 

 

 

 

 

 

 

サブテーマ 2

ナノマテリア

ルの生体影響

評価法に関す

る研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

粒子状物質の生

体・生態影響を調べる

ためには、水系であれ

ばまず安定した懸濁

状態をつくる必要が

ある。また、気相系で

あれば分散性の高い

エアロゾルを発生さ

せる必要がある。水系

においても気相にお

いても、粒子の分散状

態そのものが試験結

果に大きな影響を与

えることが考えられ

るが、標準化された方

法はない。ここでは、

ナノ粒子の分散や安

定性に関する研究を

行う。 

 

 

ナノ物質などの不

溶性粒子状物質は、物

質の界面と生体（細胞

表面など）との作用に

より影響が現れるた

め、体内への吸収から

始まる通常の化学物

質の影響とは根本的

に考え方が異なる。ナ

ノ粒子は大きな比表

面積をもち組織反応

性が高い。 吸入した

ナノ粒子がどのよう

に細胞や組織と反応

するのか明らかにす

るために、培養細胞や

サブテーマ１：ナノマテリアルの毒性評価を、細胞を用いてスクリーニングするた

めの曝露装置の開発を行い、細胞表面へのナノマテリアル粒子の沈着に関する数値

シミュレーションを行っている。本研究は細胞曝露装置の一種であるカルテックス

について数値シミュレーションにより気相中ナノマテリアルの細胞表面への沈着率

を評価することを目的とした。カルテックスは、ガス状物質と粒子状物質ともに細

胞に曝露することが可能な装置ではあるが、粒子状物質の細胞への沈着割合は条件

により大きく異なることが知られている。気相粒子状物質の細胞層への沈着率を推

定することを目的としてモデル解析を行った。 粒子の軌跡は、数値流体解析

（COMSOL）で得られる流体の速度場、粒子に作用する重力、拡散力、抗力を考慮し

て、ラグランジュ的手法によりシミュレートし、沈着率の評価を行った（右図）。  

一方、水系でのナノ粒子の挙動に関する知見は、生体影響・生態影響を調べる上に

おいて重要である。しかし、ナノマテリアルの多くは官能基を持たず、粒子を標識

することが難しい。そこで、修飾可能でトレーサーにも使用することが可能と考え

られる樹状用粒子状物質（デンドリマー）を用いて、ナノ粒子の懸濁状態における

安定性や細胞や水棲生物への曝露方法の検討を行っている。デンドリマーを材料に

して、ナノ粒子を蛍光標識して、粒形、表面基の違いによる分散性、安定性、体内

動態、細胞内動態を調べる予定である。また、デンドリマーは、組成を変えずに粒

径を調整することが可能であるほか、表面の電荷や官能基を変化させることができるので、ナノ粒子の物理化学

的性質と細胞、あるいは水棲生物を用いた毒性試験にも応用する予定である。 

サブテーマ２：低濃度カーボンナノチューブ吸入鼻部曝露による生体影響、カーボンナノチューブの細胞内取り

込み過程、銀ナノ粒子の体内挙動と生体影響に関する研究を行っている。カーボンナノチューブは軽くてすぐれ

た弾性と強度を持つ繊維状ナノマテリアルであるが、アスペクト比が大きく生体難分解性であることがアスベス

トに似ていることから生体影響が危惧されている。気中分散させた比較的長さが短い（モード径約 1 マイクロメ

ートル）多層カーボンナノチューブ繊維（XNRI WMVT-7）を鼻部曝露装置に導入して（Fujitani et al., 2009）、

C57 雄性マウスに 1日 2時間、5日間の吸入曝露をおこなった。曝露した動物はケージに移して清浄空気下で経過

を観察し、曝露 24 時間後、1 週間後、1 ヶ月後に肺胞洗浄液の採取、組織の採取、病理組織学的検索用標本作製

をおこなった。曝露による体重や臓器重量の変化はなかった。病理組織学的検索では肺胞及びに気管支にカーボ

ンナノチューブを蓄積した肺胞マクロファージが認められたが、上皮組織の増生や炎症像は認められなかった（右

図参照）。肺胞洗浄液中の、総細胞数、多核白血球数、サイトカイン、総タンパク量、乳酸脱水素酵素量にも顕著

な増加は認められなかった。曝露 1ヶ月後の肺における酸化的DNA損傷マーカーである 8デオキシグアニジン量に

も有意な増加は認められなかった。しかしながら、肺の遺伝子発現の解析ではangiotensin-converting enzyme 

(Ace)やendothelin-1（Edn1）の遺伝子が誘導される傾向にあり、一過性ではあるが、気道上皮のムチンや基底膜

成分であるⅣ型コラーゲン遺伝子の誘導も認められた。心臓では抗酸化酵素であるメタロチオネイン 2（MT2）の

誘導が顕著に増加し、BNP遺伝子なども発現が増加する傾向にあった。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サブテーマ 3

ナノマテリア

ルの生態毒性

試験法に関す

る研究 

 

 

動物を用いた試験を

行う。ヒト健康影響が

強く懸念されている

カーボンナノチュー

ブ、及びデオドラント

スプレーなどに用い

られているナノ銀、粒

子形状が生体に及ぼ

す影響を明らかにす

るためにデンドリマ

ーなどを用い、粒子の

性状と標的臓器・細胞

における毒性との関

連を明らかにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メダカやミジンコ

などの水棲生物に対

するナノマテリアル

の、適正な曝露の手法

とそれを用いた毒性

試験法を開発する。ナ

ノ酸化チタンなどを

用いて、粒子物性と生

態毒性の関係を明ら

かにし、ナノマテリア

ルの野生生物に対す

 一方、細菌などの侵入物を排除に関与しているNADPHオキシダーゼ

がカーボンナノチューブの吸入曝露による毒性発現に関与している

かどうかを明らかにするため、NADPHオキシダーゼのgp91phoxサブユ

ニット欠損マウスを用いて、鼻部曝露装置にて多層CNTを 1日 2時間、

5日間の吸入曝露をおこなった。曝露 1ヶ月、3ヶ月後に肺胞洗浄液

の採取、組織の採取、病理組織学的検索用標本作製をおこなった。

病理組織学的検索では顕著な上皮組織の増生や炎症像は認められな

かった。肺胞洗浄液中の、総細胞数、多核白血球数、サイトカイン、

総タンパク量、乳酸脱水素酵素量にも顕著な増加は認められなかっ

た。しかしながら、遺伝子発現の解析では曝露 1 ヶ月の肺でAceや

endothelin-1（Edn1）の遺伝子が、心臓でMT2 遺伝子が顕著かつ有意

に誘導が増加した。曝露 3 ヶ月では正常化する傾向にあった。以上

の結果から、CNT曝露による肺高血圧が誘発にNADPHオキシダーゼは
むしろ防御的に働いていると推測される。また、カーボンナノチュ

ーブの毒性発現機構を、細胞内におけるカーボンナノチューブの安

定性の観点からも調べている。 アスペクト比が大きいカーボンナ

ノチューブが膜構造内に完全に取り込まれていないことを見いだし

ている。現在、細胞内に取り込まれたカーボンナノチューブの細胞

膜、オルガネラに対する障害性の観点より、カーボンナノチューブ

の生体作用機序の解明を急いでいる。 

 一方、金属ナノ粒子としては、デオドラントスプレーなどに使用されており最

も関心が寄せられている銀ナノ粒子に着目した。銀ナノ粒子を懸濁液とし、動的

光散乱法（DLS）を用いて粒径や表面電荷の測定を行ったところ、懸濁液のタン

パク濃度に依存して銀ナノ粒子の凝集状態が変化することを見いだしている。銀

ナノ粒子溶解性に起因する毒性も併せて評価するため、銀イオンと銀ナノ粒子の

細胞毒性や酸化ストレス、銀の細胞内局在性に関して研究を進めている。また、

銀ナノ粒子の影響をラットの自発運動量を指標とした行動試験で検出するため

の試験系の開発も行っている。 

サブテーマ３：メダカやミジンコなどの水棲生物に対するナノマテリアルの有害

影響について、既存の試験法を踏まえた上で、適正な曝露の手法とそれを用いた

毒性試験法を開発する予定である。生産量が多いナノ酸化チタンなどを用いて、

粒子物性と生態毒性の関係について明らかにすることを目的として、酸化チタン

ナノ粒子の魚毒性に関する研究に着手している。 酸化チタンナノ粒子は、水系

において凝集しやすく、分散水溶液のイオン濃度などの影響を受けやすい。現在、

酸化チタンナノ粒子を安定に水系で曝露することができる実験系を作製中である。アナタターゼ型酸化チタンの



るリスク評価に資す

る毒性研究を行う。 
ナノ粒子を用いて、分散助剤添加の有無に実験条件を分け、ナノ粒子がふ化率や生存率に及ぼす影響を調べた。

この実験系をさらに改良することにより、魚類胚・仔魚期における生態毒性試験が可能になるものと考えられる。 

プロジェクト３

「化学物質リ

スク管理の戦

略的アプロー

チに関する研

究」 

 

サブテーマ 1

化学物質動態

と曝露の時空

間分布の評価

手法の研究 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1-1) 時空間変動を

持つリスク要因への

評価手法 
・水田農薬を対象と

した環境中実態調査

と排出推定モデルの

精度の検証、モデル

改良 
・全国の河川中の時

空間濃度変動データ

を用いた水生生物へ

のリスク評価手法の

検討 
 
 
 
 
 

(1-2)物質ライフサイ

ク ル 上 の 新 た な 排

出・曝露シナリオの検

討 
・臭素系難燃剤また

フッ素化合物につい

ての排出係数等の調

査を行い、基礎方法

論とデータを整備す

る。 
 

 

(1-3) POPs 等の全球

サブテーマ１：(1-1)前年度までの中期計画において構築した水

田除草剤の排出推定モデルとその検証を引き継ぎ、今年度は、

モデル入力データの感度解析や精度要因の分析を進めた。対象

とした26除草剤の実測結果のうち検証可能な1470データを予

測精度の高い除草剤（19 種）と低い除草剤（7 種）の２グルー

プに分け、両者の違いを精査した。予測精度が高いグループで

は誤差が 1 オーダー以内の実測値は全データの 74%、低いグル

ープでは 24％と両者に明確な違いが見られた。2 グループの統

計学的な違いを検定したところ、予測精度の低いグループは有

意に環境中での分解速度が高いことが判明した。 
また、全国 7 地点で今年 2 月から 9 月までの長期に渡る定期

調査を実施し、ピークの時期だけでなく、さらに長期にわたる

精度および物質拡張の両面にわたる多面的なモデルの検証お

よび拡張・改良を進めている。 
・上記の検証等を経て、数ヶ月から数年単位での河川中農薬の

ダイナミックな変動予測を可能にすることにより、全国の河川

中の時空間濃度変動データを用いた水生生物への高度な生態

リスク評価手法の基礎となる。 
(1-2)・電気・電子製品等（デスクトップパソコン、ノートパソコン、

防炎カーテン、ブラウン管テレビ、液晶テレビ、難燃断熱材等）に含

まれる有機臭素系難燃剤、リン酸エステル系難燃剤等の使用時放散量

をチャンバー試験によって測定した結果、ポリ臭素化ジフェニルエー

テル類（PBDEs）のパソコンやテレビからの 1 日放散量が 50～350 ng
と算出され、これらデータから、ハウスダスト中の難燃剤濃度のオー

ダーを製品由来として説明することが可能であった。また、防汚、撥

水加工された繊維製品（アウトドアジャケット、レインコート、スキ

ーウェア等）からの有機フッ素化合物の水系への排出イベントを想定

した溶出試験を実施した。製品中含有量は最高でPFOAがμg/gレベルのオーダーで、溶出試験では環境省告示 13
号法及び界面活性剤を入れた水溶出試験において有機フッ素化合物（特にPFOA）がng/g試料のオーダーで溶出

し、ドライクリーニングを想定したヘキサン中溶出量を上回った。 
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サブテーマ 2

化学物質リス

クに対する社

会における管

理のあり方に

関する研究 
 

多媒体モデル、排出量

の再推定モデル、不確

実性解析モデルの構

築 
・PCBs を対象とした

全 球 多 媒 体 モ デ ル

（FATE）を完成させ

る 
・地域間公平性解析の

ための人口分布、など

のデータ整備。 
 
 
 
 
・リスクに関わる多様

な事例を収集し、それ

らの分類枠組みの構

築を試みる。そのた

め、リスク要因、科学

的知見の蓄積、社会に

おけるリスク基準、お

よびさまざまな社会

の諸主体によるその

受け止め方との関係

性と軸の取り方につ

いて検討する。 
・物質代替等の企業

のリスク管理行動に

関する経済分析の検

討のため情報収集と

検討を行う。 

(1-3)・地球規模での高解像度の全球多媒体動態

数値モデル（FATE）を用いたPOPsの時空間分

布の評価手法の開発を進めた。今年度はモデルプ

ロセスのうち乾性沈着モデルに地表面近くのエ

アロゾル粒子の動態を詳細の考慮する粒径解像

モデルを導入した。大気と海洋の境界層スキーム

を更新し乱流拡散による鉛直混合の計算を高度

化した。また、公表されているPCBsの大気、海

洋濃度のモニタリングデータに基づきPCBs7 コ

ンジナーの大気濃度、海洋表層濃度（溶存態、浮

遊粒子）、及び深海濃度の観測値と予測値を比較

した。大気濃度と海洋表層濃度に関しては、排出

量シナリオにもよるがおおむね誤差が 1 オーダ

ー程度以内に収まることが確認された。また、長期モニタリングデータ（約 10 年）を用いた大気濃度の検証で

は、経年変動、季節変動まで概ね良く再現される結果が得られた。PCBsの長期シミュレーションの結果により大

気、海洋でのモデル濃度の 3 次元分布のコンジナー間の相違を解析した結果、熱帯域の大気、海洋表層濃度、対

流圏中部の大気濃度、及び深海濃度に顕著な相違がみられた。 
・モデル開発と並行し、人口分布と一部の経済指標（国内総生産量 GDP）に対する全球グリッドデータ（2.5’
×2.5’グリッド）を整備した。 
サブテーマ２：・リスク要因、科学的知見の蓄積、社会におけるリスク基準、およびさまざまな社会の諸主体に

よるその受け止め方との関係性を軸に分類することを目的に、これらの軸の取り方あるいはリスク評価と管理の

論理構造を整理した。ダイオキシン、内分泌かく乱化学物質、化学物質審査規制法の対象物質を事例に考察を進

めた。一方、リスク管理に関する研究レビューを踏まえ、リスク研究学会における学際的リスク概念を示すリス

ク三重項および科学と文化によるリスク管理の分類を参考として各種リスクの整理を試みた（参考：池田三郎 
(2006)環境・技術リスク問題の科学的不確実性とガバナンスの構造, 環境科学会誌, 19(2), 139-148）。具体的には、

Pi 起きる確率、Di 被害の大きさに加えて、Si 社会・文化としての価値を考慮したシナリオから構成されるリス

ク三重項（R={〈Si, Pi, Di 〉}, (i=1,2,･･･)）について議論し、Siはリスク受容性として知られる不可逆性や重大

性、制御可能性が含まれること、DiやPiは科学的に与えられる部分が比較的多いこと、Piを求める際に用いる安

全係数については、統計的な不確実性の他に科学者の判断による重みづけとして実際には社会が求める安全水準

も含んでいる可能性を考察した。また、文化（評価の受容性）と科学（知見の不確実性）の特性に基づくリスク

ガバナンスの方法に関して、前記の化学物質等とともに原発事故による放射性物質内部被ばくなどの分類可能性

について考察した。 
・物質代替等の企業のリスク管理行動に関する経済分析の検討については、国内の化学物質を対象とした政策に

関する情報や事例の情報収集と解析方針の検討を開始した。 
 

PCBs7コンジナーの大気濃度（ヨーロッパ15サイト）と海洋表層濃度
（バルト海、北海、北大西洋外洋）の検証結果



１．５ 今後の研究展望 

第 1 回外部評価委員会での指摘とそれに対する取り組みは以下の通りである。 
 プロジェクト１に関しては、環境リスク研究に生物多様性分野の研究を取り入れるべきこと、研究テ

ーマにおける生物・生態系分野との関係に関して外部評価委員より疑問・要望が提出された。化学物質

等の生態リスク評価研究にとって、生物多様性研究の知見や解析手法を取り入れることは最重要課題で

あり、本研究では、個体群の存続可能性分析、生態系モデリングによる生態系機能解析などの手法を大

幅に導入する予定である。また、ナノマテリアルの生態リスク評価手法、農薬等の環境中時空間濃度変

動予測に対する生態リスク解析の分野でもプロジェクト間の連携を進めたい。 
 プロジェクト２に関しては、ナノマテリアル研究の強化は必要であるがが、健康や生態系への

outcome 指標は何にするかについての検討をお願いしたいと、外部評価委員より要望が出されていた。

ナノマテリアルのリスク研究においては、ナノマテリアルの物性、形状等に対する影響評価指標の設定

が課題である。 そのため、健康影響のエンドポイントは、ナノマテリアルの組織透過性にともなう各

臓器への影響や粒子表面活性と酸化的ストレスの関係に焦点を絞って研究を進め、生態影響のエンドポ

イントはミジンコ遊泳阻害などテストガイドラインとして定められている指標を中心に研究を進める

が、最終的には個体群の存続可能性も含めて評価する予定である。ナノ材料と化審法との関係について

も明らかにするように要望が出されていたが、ナノ材料の安全性評価については、化審法における試験

困難物質評価方法の検討の一環として位置づけていく予定である。 
プロジェクト３に関しては、政策ニーズへの対応の具体化、途上国での化学物質管理などへの戦略的

な研究の必要性、また、地球規模での化学物質リスクの緊急度（閾値）の推定の必要性などの指摘があ

った。このうち、地球規模での化学物質リスクの緊急度などの指摘には、地球規模多媒体モデルやその

評価に関する研究を通じて対処する。また政策ニーズへの対応、発展途上国での化学物質管理などの指

摘には、リスク管理の戦略的な進め方の検討の中でこれらへの考察を含めるよう意識して研究を進める。 
 今後、３プロジェクト間の有機的な連携を進めていくことがプログラムとして重要な課題となると考

えている。 
 
１．６ 自己評価 

 プロジェクト１では、第２期中期計画から生態毒性分野を新規に加え、化学物質・貧酸素水塊等の環

境リスク研究に特化させる。生物多様性分野の解析手法をどのように当該分野に適用し、サブテーマ間

の連携を実現するか検討を重ねた結果、生態毒性試験法の改良とともに、数理モデルによるデータ解析

によって生態リスクの定量的評価法を開発すること、東京湾底棲魚介類の生態影響評価には、個体群存

続可能性や生態系機能に着目した生態リスク評価を目指すことなどの方向性が定まった。３種系生態リ

スク評価モデルも基本的な定式化は完了し、全体的には予定された進捗状況にあると考えられる。 
プロジェクト２では、金属、カーボン、セラミックスなど、様々な素材からなるナノ材料の中で、使

用量、環境やヒトへの曝露の機会などを考慮して、注目すべきナノ材料を絞った。 さらに、気中と水

系におけるナノ粒子の分散系を確立し、ナノ材料の安全性評価に関する実験系を確立しつつある。 カ

ーボンナノチューブに関しては、第 2 期中期計画からの引き継ぎ部分もあるが、細胞や組織内への取り

込みとそれに伴う毒性発現機構に関しても注目すべき結果が出てきている。銀ナノ粒子、ナノ酸化チタ

ン、デンドリマ－に関しては新たに取り組み始めたナノ材料であるが、これから安全性評価に向けた実

験結果が出てくるものと考えられる。 
プロジェクト３では、サブテーマにより前中期から継続性のある課題と全く新たな課題とがあり、当

初は試行的な議論を多く必要としたが、夏以降までには各課題とも順次考察を進展させてきた。このう

ち、サブテーマ１の(1-1)、(1-3)での農薬類に対する排出・動態モデル予測手法、PCB に対する FATE
モデル検証などの課題を順調に実施しつつあり、(1-2)についても、臭素系・リン酸エステル系難燃剤、

フッ素系化合物などの環境排出に関する実験的検討を進めた。サブテーマ(2)は全体にまだ予備的検討お

よび情報収集、解析方針の検討段階であるが、順次方向性が固まりつつあると考える。 
 
２．誌上発表及び口頭発表の件数 

（件） 

誌上発表 書籍 口頭発表 特許等 

査読なし    査読あり 

  1        １７ 

 国内      国外  

３    １９             ９ ０ 

 

 



これらの課題に対応するため、
①個体群の存続可能性や生態系機能等の観点、生態影響試験の標準化と体系
化等を含む新たな生態リスク評価手法の研究、として
⇒プロジェクト１「化学物質等の生態リスク評価・管理手法に関する研究」を実施
②人の体内や環境中での物理化学的性状・形状を考慮するナノマテリアルの毒性
評価手法の開発と安全性に関する研究、として
⇒プロジェクト２「ナノマテリアルの毒性評価手法の開発と安全性に関する研究」
を実施
③リスク要因の時空間特性の解明など評価手法の高度化に基づきつつ、科学的
不確実性の高い段階での対策手法の最適な選択などを含む化学物質等の環境リ
スク管理の戦略を示す研究、として
⇒プロジェクト３「化学物質リスク管理の戦略的アプローチに関する研究」を実施

課題１ リスク評価における生態系保全の考え方が必ずしも十分に確立されてお
らず、評価手法の重点的な開発が必要

課題２ ナノマテリアルの人の健康や生態系に対する影響に関しては、従来のハ
ザード評価手法では評価できない可能性が指摘されている。

課題３ 多様な影響や特性を持つ多数の化学物質に対する効果的かつ効率的な
管理のため、リスク要因の時空間特性の解明など評価手法の高度化に関する研
究を行うとともに、これに対応する管理戦略の研究が必要
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（１）個体群レベルにおける化学
物質の生態リスクに関する研究
① 生態毒性データ解析手法の

高度化と生態毒性試験法の改良

② 個体群の存続可能性に基づ

く化学物質の生態リスク評価

（２）群集・生態系レベルにおける化
学物質の生態リスクに関する研究
① 3種系群集モデルによる化学物

質の生態リスク評価

② 機能グループ内の種構成変化

に基づく生態リスク評価

（３）生態リスクの最適管理
手法に関する研究

① 意思決定理論による化学
物質の最適管理手法の開発

② 東京湾沿岸生態系の最適
管理手法に関する研究

入力データ、モデル・パラメータなどの
不確実性の大きさ

総コストの大きさ

化学物質排出削減に
よって生じるコスト

＋
化学物質排出による

環境コスト

オペレーションズリサーチ理論
の生態リスク管理への適用

メダカ

ミジンコ

藻類

バイオマスの流れ
（栄養転移効率）

絶滅リスク評価

餌生物

環境要因（化学物質、生息地の破壊、
外来種、温暖化など）

種間相互作用

（食うものと食われる
ものの関係）
を組み込んだ

シミュレーション

生態毒性試験の改良
メダカ多世代試験法の開発

東京湾ベントス群集の空間分布と
貧酸素水塊との関係解析
データの収集完了・解析中

（PJ1）化学物質等の生態リスク評価・管理手法に関する研究
平成２３年度における進捗

三種系生態リスク評価モデルの作成
基本的なモデルの完成
プログラミング終了

ミジンコ繁殖毒性データ解析法の開発
数理モデル・データ解析法の完成

全コスト 影響を受ける種の割合排出量削減コスト

排出量 環境中の濃度x

不確実性に頑健な排出量

情報ギャップ理論

不確実性

不確実性

不確実性

情報ギャップ理論の亜鉛排出
規制に対する適用

下線付き太字：進捗のあったテーマ
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水系におけるナノ粒子
の安定性データの提供

ナノマテリアルのミジンコ、魚類に
対する毒性評価

試験困難物質の試
験方法の開発
（ガイダンスドキュ
メント２３）

培養細胞を用い
たナノマテリアル
のin vitro 影響評

価

培養系、吸入系における
ナノ粒子の安定性と分散
性データの提供

ナノマテリアルのin vivo影響評価と

安全性スクリーニング

表面電荷

溶解性

凝集性

粒径分布

粒子形状

REACH
RoHS
ICCM2

OECD
ISO

規制等の議論

ガイドライン

散
乱

粒
度

分
布

f(
%
)I
n
t.

0
2
4
6
8
10
12
14
16
18
20

1 10 100 1000 10000

二次凝集物質の形成

一次粒子

粒径 (nm)

蛍光標識ナノマテリア
ルを用いたトレーサー
実験

（PJ2）ナノマテリアルの毒性評価手法の開発と安全性に関する研究
平成２３年度における進捗
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課題1 化学物質動態と曝露の時空間分布の評価手法の研究

物質ライフサイクル上の新たな排出・曝露シ
ナリオを、難燃剤、PFOS等を事例として検討

－臭素系およびリン酸エステル系難燃剤の
使用時放散量を調査し50～350ngの放散量

－防汚、撥水加工された繊維製品からの
PFOA等有機フッ素化合物の水系溶出確認

多様な事例に対応するリスク管理戦略の枠組みについて検討
－複数の物質や事例を対象にリスク評価と管理の論理構造を考察した
－リスク管理に関する文献レビューと参画者の共同作業により科学と文化による学際的リ
スク概念とガバナンスのあり方について考察を進めた。

課題1‐1 時空間変動を持つリスク

要因への評価手法の検討

課題1‐1 時空間変動を持つリスク

要因への評価手法の検討

農薬類を事例に排出・環境濃度の予測手法
と水生生物へのリスク予測手法を検討
－除草剤に対するモデル予測精度が低い物
質は分解速度が大
－2～9月までの長期観測による検証を実施

農薬類を事例に排出・環境濃度の予測手法
と水生生物へのリスク予測手法を検討
－除草剤に対するモデル予測精度が低い物
質は分解速度が大
－2～9月までの長期観測による検証を実施

課題2 化学物質リスクに対する

社会における管理のあり方
に関する研究

課題2 化学物質リスクに対する

社会における管理のあり方
に関する研究

POPs等の全球多媒体モデル構築と地域間公平性の評価手法
－PCBsの全球多媒体モデル（FATE）は観測値と大気・海洋でほぼ一致
－PCBs異性体間での長距離輸送特性考察、人口分布等のデータ集積

課題1‐3 地球規模POPs
動態モデルの検討

課題1‐3 地球規模POPs
動態モデルの検討

課題1‐2 物質ライフサイクル上の

新たな排出・曝露シナリオの検討

課題1‐2 物質ライフサイクル上の

新たな排出・曝露シナリオの検討
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製品からのPBDEの一日放散量と存在形態

Deposition

Air

（PJ3）化学物質リスク管理の戦略的アプローチに関する研究
平成２３年度における進捗
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河川中除草剤の実測値と予測値の比較
（黒点：高精度除草剤、赤点：低精度除草剤）

実測濃度（ g/L）μ
予

測
濃

度
（
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L ）

μ



H23 H24 H25 H26 H27 達成目標

ナノマテリアルのin vitro実験、気液界面曝露手法の開発

ナノマテリアルの水棲生物への曝露方法の開発

ナノ粒子の安全性テストガイドラインにむけた提言

水系、気相におけるナノ粒子の安定性と分散性に関する研究

(PJ2) ナノマテ

リアルの毒性
評価手法の

開発と安全性
に関する

研究

ナノマテリアルのin vivo実験

ナノマテリアルのミジンコ・魚類への影響

(PJ3) 化学物

質リスク管理
の戦略的アプ
ローチに関す

る研究

水田除草剤に対するモデル検証とリスク評価手法の研究

殺虫・殺菌剤に対するモデル検証とリスク評価手法の研究

難燃剤・PFOS等の排出係数の収集・整理、物質代替の企業行動の検討

物質ライフサイクル排出・曝露シナリオの構築

多様なリスク要因と社会の諸主体の関係性の解析とリスク管理戦略の考察

PCB全球多媒体モデルの開発、公平性解析 全球多媒体モデル物質拡張、公平性指標の提言

生態毒性データ解析手法の高度化と生態毒性
試験法の改良

個体群の存続可能性分析に基づく化学物質の生態リスク評価

機能グループ内の種構成変化に基づく生態リスク評価

意思決定理論による化学物質の最適管理手法の開発

東京湾沿岸生態系の最適管理手法

(PJ1)化学物

質等の生態リ
スク評価・管

理手法に関す
る研究

3種系群集モデルによる化学物質の生態リスク

○時空間変動や物
質ライフサイクル上
の化学物質排出・
曝露評価手法の構
築

○多様なリスク要
因に対する管理戦
略の提言

○ナノマテリアルの
健康リスク評価方
法の確立
○ナノマテリアルな
ど試験困難物質の
生態毒性評価方法
の確立
○物性の毒性に関
する知見の集約

○個体群の絶滅リ
スクによる生態リス
ク評価法の確立
○内分泌かく乱物
質等の生態毒性試
験法の高精度化
○環境改善と対策
コストに基づく最適
管理法の導出

生態・ナノ・リス
ク管理戦略の
共通課題につ
いて密接な連
携を確保

生態・ナノ・リス
ク管理戦略の
共通課題につ
いて密接な連
携を確保
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様式５ 

研究分野業績リスト 

研究分野名 環境リスク研究分野 

 

１．誌上発表（査読あり） 
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注）同一論文が、複数の項目に重複して掲載されている場合がある。 
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